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秋田県地方独立行政法人評価委員会

令和５年度

・全体評価調書　　

・項目別調書    　

公立大学法人国際教養大学の業務の実績に関する評価結果



　　○評価基準は評価委員会で決定し、評価については項目別評価と全体評価により行う。

項目別評価　…　中期計画に掲げた各項目の実施状況と業務の内容及び法人による自己評

価結果等を総合的に勘案して実施する。

全体評価　　…　項目別評価の結果を踏まえ、業務の実施状況、財務状況、法人のマネジ

メントの観点から、法人の活動全体について定性的に評価する。

　　○項目別評価の評価区分と評価基準は次のとおり

区分

特に優れた実績を上げている

　計画を順調に実施しているという達成度だけでなく、特筆すべき実績が

認められるもので、評価委員会が特に認めた場合のみ評価する、いわゆる

「エクセレント」の観点からの評価 

年度計画どおり実施している

　達成度が１００％以上と認められるもの又は評価委員会が達成度１００

％相当と認める場合

概ね年度計画を実施している 

　達成度が８０％以上１００％未満と認められるもの 

年度計画を十分には達成できていない 

　達成度が８０％未満と認められるもの

業務の大幅な改善が必要である

　評価委員会が特に認める場合

　評価基準について

評　　価　　基　　準

Ｓ

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

※　定量的な評価指標が設定されている場合は、上記評価基準により評価すること
　を基本とし、定性的な評価指標が設定されている場合は、上記評価基準に基づき、
　委員の協議により評価する。
　　評価の最小単位以外の評価項目については、上記基準に基づき、委員の協議に
　より評価する。



 全 体 評 価

　 業務の実施状況について

全体として計画どおり実施していると認められる。

○国際教養教育の充実については、ＡＩＬＡ推進機構センター長会議において、プロジェクトの計画と進捗を確認しながら、着実に各分野の活動を推進したことが

　評価される。

○学生の確保については、ＳＮＳを活用した情報発信や、大学説明会の開催など、県内外への効果的な広報活動に取り組んだことは評価されるものの、県内出身入

　学者数についての数値目標が未達成となっており、県内入学者の増加に向けて更なる取組の強化が求められる。

○大学院生の確保については、様々な広報活動に取り組んだことにより、収容定員の60名を充足したことなどが評価される。

○学生生活の支援については、関係部署が連携・協力して、きめ細かな学生生活の支援を実施していることが評価される。

○キャリア支援については、セミナーや個別相談等の充実したキャリアサポートにより、就職希望者に占める就職者の割合100％を達成したことが評価される。

○地域活性化に向けた取組の強化については、県内外の大学や企業等と連携し、地域の課題解決に向けた協議や研究を推進していることに加え、産学連携課題解決

　プログラムなどにおいては、協働による多様な活動が展開されており、数値目標を大幅に上回る実績となったことが高く評価される。

○コンプライアンスの徹底と内部統制の強化については、監事等による業務監査が年度内に実施されておらず、適切な業務運営に向けた取組が求められる。

　 財務状況について

全体として計画どおり実施していると認められる。

　 法人のマネジメントについて

全体として計画どおり実施していると認められる。

 中期計画の達成状況

中期計画の達成に向け着実に年度計画が実施されている。

○県内出身入学者の確保について、引き続き目標達成に向けた取組が求められる。

 組織、業務運営等に係る改善事項等について

組織、業務の運営等に関し、特に改善を勧告すべき点はない。

公立大学法人国際教養大学の業務の実績（令和５年度）に関する全体評価調書
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自己
評価

評価
自己
評価

評価

Ⅰ Ａ Ａ Ⅲ 業務運営の改善に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ

 １　教育の充実 Ａ Ａ  １　組織運営の効率化及び大学運営の改善 Ａ Ａ

（１）国際教養教育の充実 Ａ Ａ （１）組織運営 Ａ Ａ

（２）留学生に対する教育の充実 Ａ Ａ （２）人事管理 Ａ Ａ

（３）専門職大学院教育の充実 Ａ Ａ （３）教育研究環境の整備 Ａ Ａ

 ２　多様な学生の確保 Ａ Ａ  ２　財務内容の改善 Ａ Ａ

（１）学生の確保 Ｂ Ｂ （１）財政基盤の強化 Ａ Ａ

（２）留学生の確保 Ａ Ａ （２）経費の節減 Ａ Ａ

（３）大学院学生の確保 Ａ Ａ  ３　自己点検・評価等の実施及び大学情報の発信 Ａ Ａ

 ３　学生支援 Ａ Ａ （１）自己点検・評価等 Ａ Ａ

（１）学修の支援 Ａ Ａ （２）大学情報の発信 Ａ Ａ

（２）学生生活の支援 Ａ Ａ  ４　その他業務運営に関する事項 Ａ Ａ

（３）キャリア支援 Ａ Ａ （１）安全等管理体制の充実 Ａ Ａ

 ４　研究の充実 Ａ Ａ （２）情報セキュリティ対策の強化 Ａ Ａ

（１）国際教養教育に資する研究の推進 Ａ Ａ （３）コンプライアンスの徹底と内部統制の強化 Ｂ Ｂ

（２）海外提携校等との学術交流の活性化 Ａ Ａ Ⅳ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 Ａ Ａ

Ⅱ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ Ⅴ 短期借入金の限度額 - -

 １　学校教育への支援 Ａ Ａ Ⅵ 重要な財産の譲渡等に関する計画 - -

（１）児童生徒の英語コミュニケーション能力養成等への支援 Ａ Ａ Ⅶ 剰余金の使途 - -

（２）英語担当教員の指導力向上への支援 Ａ Ａ Ⅷ Ａ Ａ

 ２　地域社会への貢献 Ａ Ａ

（１）地域の国際化の推進 Ａ Ａ

（２）多様な学習機会の提供 Ａ Ａ （参考）

（３）卒業生のネットワーク等を活用した地域貢献活動の推進 Ａ Ａ

（４）地域活性化に向けた取組の強化 Ｓ Ｓ

　概ね年度計画を実施している。（80％以上100％未満） Ｂ

　年度計画を十分には達成できていない 。（80％未満） Ｃ

　業務の大幅な改善が必要である。 Ｄ

評価基準 評価

　特に優れた実績を上げている。　 Ｓ

　年度計画どおり実施している。（100％以上） Ａ

項目別評価結果（公立大学法人国際教養大学）

評　　　　　　価　　　　　　項　　　　　　目 評　　　　　　価　　　　　　項　　　　　　目

教育研究に関する目標を達成するための措置

法第40条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① ① 新たに設置した応用国際教養教育（ＡＩＬ
Ａ）推進機構センター長会議において、Ａ
ＩＬＡの理念に基づく教育、研究、地域貢
献の分野の活動を協議し、推進する。

○ ＡＩＬＡ推進機構センター長会議を８月及
び３月に開催し、ＡＩＬＡの理念に基づく
教育、研究、地域連携分野の活動実績の確
認及び今後の活動予定に係る協議を行っ
た。

② ② ＡＩＬＡの理念に基づき、カリキュラム全
体の順次性を保った体系的な教育課程を実
現するため、ＡＩＬＡタスクフォース及び
各領域での議論を踏まえて開講科目を編成
する。

○ ＡＩＬＡタスクフォースを令和５年度は４
回、累積26回開催し、そこでのＡＩＬＡⅢ
「留学と自己省察」やＡＩＬＡIV「総合セ
ミナー」の課題論文評価のルーブリック作
成、卒業論文表彰についての議論や、各領
域での議論を踏まえ、カリキュラム全体の
順次性・体系性を保つよう年間開講科目計
画を編成し、教育研究会議の承認を経て開
講した。

公立大学法人国際教養大学の業務の実績（令和５年度）に関する項目別調書

Ⅰ　教育研究に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ

１　教育の充実 Ａ Ａ

（１）国際教養教育の充実 Ａ Ａ
　ＡＩＬＡ推進機構センター長会議に
おいて、プロジェクトの計画と進捗を
確認しながら、着実に各分野の活動を
推進したことが評価される。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

応用国際教養教育推進機構を設置
し、ＡＩＬＡの理念に基づく教育、
研究、地域貢献の分野の活動を企
画・実践する。

ＥＡＰ、基礎科目群、教養基盤科目
群、教養専門科目群の有機的接続に
留意しながらカリキュラム全体の順
次性を保ち、体系的な教育課程を編
成する。
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自己評価 評 価

③ ③ グローバル社会における政治・経済やサス
テナビリティ、急速に発展する最先端技術
と人間社会の在り方等に関する多角的なカ
リキュラムを提供するとともに、ＡＩＬＡ
を具現化する科目やフィールド等での活動
を含む科目を開講する。

○

④ ④ 情報関連科目を充実させるほか、海外大学
とのオンライン協働授業（ＣＯＩＬ)、外部
講師のオンライン招聘等、ＩＣＴを活用し
た教育を推進する。

○

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

修得した知識や技術を、地球規模の
問題をはじめとした様々な課題の解
決に応用していく人材の育成に向
け、幅広く社会科学的視点、人文学
的・芸術的視点を涵養するため、グ
ローバル社会における政治・経済や
サステナビリティ、急速に発展する
最先端技術と人間社会の在り方等に
関する多角的なカリキュラムを提供
する。

外部講師のオンライン招聘をはじめ
としてＩＣＴ技術を有効活用するこ
とにより、教育プログラムの充実を
図る。

グローバル・ビジネス、グローバル・スタ
ディズ、グローバル・コネクティビティの
３領域を配し、グローバル社会における政
治・経済やサステナビリティ、急速に発展
する最先端技術と人間社会の在り方等に関
する多角的なカリキュラムを提供するとと
もに、ＡＩＬＡを具現化する科目やフィー
ルド等での活動を含む科目として、提携大
学とのオンライン協働授業「GBS303　ＧＢ
特別講義３：国境を越えずに国境を超える
（ＡＩＵ－ＨＡＮ共同科目）」、企業との
連携による寄附講座「SOC326　関係人口論
（ＪＲ東日本寄附講座）」及び「GSS314
ＧＳ特別講義15：世界のエネルギー動向：
可能性と課題（産学金連携寄附講座）」を
開講した。また、ゲストスピーカーを国内
外から招くなどにより、最新の研究や実務
経験に基づく講義を提供したほか、グロー
バル社会を担う人材の育成に向けた教育・
研究力の強化を目的に締結した東北大学と
の包括連携協定に基づく連携策について協
議を開始した。

「DGT150　デジタル時代の重要課題」、
「DGT340　世界のデジタルコミュニティ」
を継続して開講したほか、サステナビリ
ティ分野におけるリモートセンシング技術
の応用を取り入れ、既存科目を「SUS311
持続可能な開発のためのコンサベーショ
ン：理論、データ、実践」として改編する
など、情報関連科目の充実を図った。ま
た、コロナ禍で蓄積したＩＣＴのノウハウ
やオンラインリソースを継続的に活用し、
海外大学とのオンライン協働授業「GBS303
ＧＢ特別講義３：国境を越えずに国境を超
える（ＡＩＵ－ＨＡＮ共同科目）」を実施
したほか、ゲストスピーカーを国内外から
オンライン上で招聘し、延べ18件の講義を
提供した。これにより、学術交流の強化だ
けではなく、オンライン会議システムや、
ファイル共有プラットフォームなどのオン
ラインツールを活用した学習スキルの向上
にもつながった。さらに、株式会社
Murakumoとの協働により、本学及び県内の
高等教育機関の学生を対象とした「DX・
データサイエンス人材育成プログラム」を
開発し、令和６年２月から、ハードとソフ
トの関係を理解したうえでアプリ等のプロ
グラムの開発やシステムの構築ができるDX
人材の育成に取り組んでいる。
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自己評価 評 価

⑤ ⑤ 留学時修得単位の柔軟な認定制度を保持す
ることにより、広い教養及び専門分野の深
い知見の修得機会を提供する。

○ 留学先で開講されるオンライン科目も新た
に認定の対象として認めるなど、留学時修
得単位の認定ルールの更なる柔軟化を図
り、留学先における多様な科目の単位修得
機会を拡充した。

⑥ ⑥ 秋田県立大学や海外大学との連携によるＰ
ＢＬ科目におけるフィールドワーク等を通
じて、日本や秋田への理解を深める機会を
提供する。

○ 日本研究及び東アジア研究関連科目として
延べ41科目を開講したほか、県内フィール
ド活動を通じた地域連携を考える科目とし
て秋田県立大学と共同開講する「GSS318
ＧＳ特別講義21：持続可能な地域資源と農
村社会（ＡＩＵ－秋田県立大学共同ＰＢ
Ｌ）」や「SUS310　コンサベーションと持
続可能な開発」等を開講した。国際協働Ｐ
ＢＬについては「GSS302　ＧＳ特別講義
２: グリーン・エコノミーへの多角的アプ
ローチ（ＰＢＬ）」を継続して開講し、両
国の地域課題について協働で学ぶことを通
じて日本や秋田への理解を深めた。また、
チェンマイ大学とのスタディ・ツアー科目
の令和６年度新規開講に向けた準備や調整
を行った。

⑦ ⑦ ＩＲ担当官を中心に、学修到達度の検証に
必要な学内データの収集を行う。

○ 令和５年８月より教務課教学ＩＲチームを
設置し、学修到達度の検証に必要な学内
データの調査と収集を実施するとともに、
継続的かつ体系的にデータを収集・蓄積す
るための分析基盤を構築した。
また、効果的なＩＲ機能を実現するため、
執行部と教学ＩＲチーム職員との間で意見
交換を重ね、文部科学省「教学マネジメン
ト指針」や第４期機関別認証評価への対応
に係る協議を進めた。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

授業やカリキュラムの改善に役立て
るため、学生の教育指導の過程にお
いて、授業に対する成績評価や能力
試験など、多様な視点から、学修到
達度の検証を行う。

秋田県立大学をはじめ県内外の大学
と連携を図り、日本や秋田の課題等
についての学修機会を提供する。

留学時修得単位の柔軟な認定制度を
保持し、広い教養、専門分野の深い
知見の修得を可能にする。
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自己評価 評 価

① ① 留学生にプレースメントテスト（クラス分
けテスト）を受験させ、レベルに応じた日
本語科目を提供する。

○ 留学生に対するプレースメントテストを評
価項目に応じてオンラインと対面（作文と
口頭テストの一部）で実施し、学生能力別
に通常11レベルのうち９レベルの日本語科
目を提供した。

② ② 留学生の日本や秋田への理解を深めるた
め、日本研究科目及び東アジア関係科目を
提供する。

○ 日本研究及び東アジア研究関連科目として
延べ41科目を開講した。マレーシア工科大
学及びマレーシア国立サバ大学との連携に
よる課題解決型学習（ＰＢＬ）科目
「GSS302　ＧＳ特別講義２: グリーン・エ
コノミーへの多角的アプローチ（ＰＢ
Ｌ）」を継続して開講するとともに、チェ
ンマイ大学とのスタディ・ツアー科目の令
和６年度新規開講に向けて準備や調整を
行った。また、県内フィールド活動を通じ
た地域連携を考える科目として秋田県立大
学と共同で「GSS318　ＧＳ特別講義21：持
続可能な地域資源と農村社会（ＡＩＵ－秋
田県立大学共同ＰＢＬ）」を開講した。

③ ③ 入国制限の緩和に伴い、コロナ禍で対面実
施ができなかった短期プログラムを対面実
施に戻す。感染予防対策を徹底し、留学生
には日本語学習のみならず日本文化に関す
る授業やフィールドトリップ等を通じ、対
面実施ならではの体験型学習の機会を提供
する。

○

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

（２）留学生に対する教育の充実 Ａ Ａ
　日本研究及び東アジア研究関連科目
を延べ 41 科目開講したことに加え、
サマープログラムを対面で再開するな
ど、日本や秋田への理解を深める機会
の充実が図られており、年度計画どお
り実施されていると認められる。

日本語能力向上においてより高い教
育効果を得るため、留学生の日本語
能力レベルに応じた科目を提供す
る。

日本や秋田への理解を深めるため、
日本研究科目及び東アジア分野の魅
力ある科目を提供する。

短期プログラム等、留学生向けプロ
グラムの充実を図る。

令和５年度は短期プログラムをすべて対面
に戻し実施した。参加学生は様々な文化体
験や秋田の観光地訪問等を通じて、秋田の
伝統・文化や社会問題をより深く理解する
ことができ、高い教育的効果を得ることが
できた。

【日本研究科目短期プログラムの概要】
・Summer Program 2023（Intensive
Japanese Language and Culture Program）
2023年度サマープログラム（日本語・日本
文化集中プログラム）
期間：６月19日～７月28日（６週間）
参加者数：40名

・JPL472: Japanese Language and
Cultural Immersion Program: Advanced
（J-CIP:A）
（上級日本語・秋田学冬期集中プログラ
ム）
期間：１月10日～２月15日（５週間）
参加者数：７名（オーストラリア国立大
学）
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自己評価 評 価

① ① 専門知識を身に付ける科目の提供のほか、
「英語教育実践法と実習」や「日本語教育
実践研究」等の科目を通じて、初等中等教
育機関や国内外の日本語教育機関等での教
育実習を重視した実践的な教育を実施す
る。

○ 英語教員の養成に関しては、「外国語とし
ての英語教授法と学習教材」、「外国語と
しての英語会話能力・聴解力指導法」、
「英語教育実践法と実習」の継続開講を通
じて実践的な教育を提供し、延べ17名が中
等・高等教育機関において教育実習を行っ
た。また、令和５年度はマレーシアのマラ
工科大学からの働きかけにより、バーチャ
ル教育実習の連携実施を実現した。今後は
当該取組の効果に対する共同研究等につい
て更なる協力拡大を検討している。
 日本語教員の養成に関しては、「外国語と
しての日本語教育と教授法」をはじめとし
た実践的な科目を提供するとともに、延べ
49名の学生が国内外での教育実習を行っ
た。なお、日本語教育実践領域における海
外教育実習は、令和４年度に引き続き、国
際交流基金の大学連携日本語パートナーズ
派遣プログラムに採択された。

② ② 高度な国際コミュニケーションの理論と、
その実践に係る知識及び技能の獲得を目指
す教育をより強化するため、教育課程や科
目群の見直しを検討する。

○ 通訳技法、ディベート技法、組織における
コミュニケーション、国際ニュースの書き
方、デジタル時代の広告、グローバルな環
境におけるＰＲ等に関する科目を継続して
開講した。

（３）専門職大学院教育の充実 Ａ Ａ
　専門知識を身に付ける科目の提供に
加え、教育実習による実践的な技能の
修得が図られており、年度計画どおり
実施していると認められる。

高度な国際コミュニケーションの理
論と、その実践に係る知識及び技能
の獲得を目指す教育をより強化する
ため、教育体系や教育内容について
継続的に見直す。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

「英語が使える日本人」を育成でき
る英語教員及び高度な専門知識と実
践力を有し、国内外の日本語教育機
関等において即戦力となる日本語教
員を養成するため、教育実習を重視
した実践的な教育を推進する。
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① 戦略的広報の展開 ① 戦略的広報の展開
ア 　入学後のミスマッチを防ぎ、自

立した意志と知的好奇心にあふれ
る受験生・入学生を確保するた
め、オープンキャンパス・大学説
明会等を通じて本学の特長、カリ
キュラム、求める学生像を明確に
発信する。

アa）　オープンキャンパスや大学説明会等
を対面又はオンラインで開催し、教育理念
やカリキュラムをはじめとする本学の特
長、求める学生像等を明確に発信する。

○ 【オープンキャンパス】
７月開催分は大雨の影響により開催を中止
したが、９月開催分は対面・オンライン双
方で開催し、870名が来学した。

【大学説明会】
オープンキャンパスの企画の一つとして、
入試セミナーを７月から３月にオンデマン
ドで配信した（視聴回数：1,527名）。

　b）　大学ウェブサイト、パンフレット等
の内容の更新・充実や各種広告の掲出を行
うほか、テレビ、新聞、雑誌等の各種メ
ディアを通じたパブリシティ活動に積極的
に取り組む。

○

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

（１）学生の確保 Ｂ Ｂ

　ＳＮＳを活用した情報発信や、大学
説明会の開催など、県内外への効果的
な広報活動に取り組んだことは評価さ
れるものの、県内出身入学者数につい
ての数値目標が未達成となっており、
県内入学者の増加に向けて更なる取組
の強化が求められる。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ Ａ

【大学ウェブサイト】
大学の概要や入試情報等、本学に関する情
報を正確かつ適時に発信し、入試関連情報
として42件の記事を掲載した。大学の最新
の取組や活動内容を紹介する「ＡＩＵト
ピックス」、「イベント情報」及び「新着
情報」への掲載数は、ＡＩＵトピックスが
129件、イベント情報（日・英）が25件、新
着情報（日・英）が81件の計235件となっ
た。

【印刷物による広報】
大学案内パンフレットを作成し、県内の各
自治体、主要施設、県内外の大学及び報道
機関等に配付したほか、受験生等からの資
料請求に対応した。

【紙媒体や公共スペース等での広告掲出】
令和４年度に引き続き、秋田空港・秋田駅
において広告を掲出したほか、県内高校生
やその保護者をターゲットに、県内新聞等
に広告を掲出した。加えて、本学の更なる
認知度向上に向け、受験者やその保護者、
ビジネスパーソン等の幅広い層をターゲッ
トに、全国紙の英字新聞であるJapan Times
に広告を掲載し、潜在的な志願者の増加を
図った。

２  多様な学生の確保
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自己評価 評 価

【メディア取材の活用】
報道機関への投込等を通じて大学の最新の
取組を積極的にメディアに向けて発信し、
テレビ（県域及び全国放送：18件）、雑誌
（19件）、新聞（94件）等で掲載又は放映
された。

イ 　高校生・保護者・その他関係者
に対し、アピール効果の高い情報
を迅速に発信するため、大学の
ウェブサイトに加え、新たなメ
ディアの利用を模索しながらＳＮ
Ｓ（ソーシャル・ネットワーキン
グ・サービス）を効果的に活用す
る。

イ　大学ウェブサイトのリニューアルを実
施し、各種大学公式ＳＮＳと連動させるな
どの複合的広報を積極的に展開する。ま
た、新たに大学ＰＲ動画を制作し、YouTube
において公開するほか、ＳＮＳ等を通じ
て、受験生の確保を意識したターゲティン
グ広告を展開する。

○ 【大学ウェブサイト】
ウェブサイト全体のリニューアルを実施
し、大学の各種ＳＮＳと連動した情報発信
を行うことにより、複合的広報活動を展開
した。

【YouTube】
広報動画５本を制作し、本学公式チャンネ
ルにて公開した。情報は既存のチャンネル
登録者に通知されたほか、大学ウェブサイ
トやFacebookページ、Instagramアカウント
でも周知したことにより、チャンネル登録
者（ユーザ）が264名増加した。

【Instagram】
Instagramにおいて、同プラットフォームの
特性に合わせて記事を再構成し、公式ウェ
ブサイトやFacebookページとは異なったビ
ジュアルで発信するなどの工夫を凝らし、
1,460名の新規フォロワーを獲得した。

【Facebook】
大学ウェブサイトと連動して随時、記事掲
載を行ったほか、Facebook上に広告を掲出
し、高校生及びその保護者向けのターゲ
ティング広告を展開し、147名の新規フォロ
ワーを獲得した。

【ＳＮＳ等を通じた広報】
令和４年度に引き続きFacebook、Instagram
においてターゲティング広告を行い、大学
ウェブサイトへのアクセスを誘導した。ま
た、受験生を中心に利用されている学習記
録・管理のためのアプリケーション
（Studyplus）での広告掲出を通じ、大学の
特長や新カリキュラム及び受験生向け情報
の発信を強化した。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等
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自己評価 評 価

② ② アドミッションポリシーに基づく着実な入
試の実施

ア 　高い学修意欲と問題意識を持つ
学生を多様な層から確保するた
め、基礎学力等を評価する一般選
抜試験、高等学校までの学修経験
や思考力、英語運用能力等を総合
的に評価する特別選抜試験を実施
する。

ア　他の国公立大学と異なる日程で行う一
般選抜試験や、多面的評価を行うグローバ
ル・ワークショップ入試をはじめとした多
様な特別選抜試験を実施する。

○ 他の国公立大学とは異なる日程による一般
選抜試験や多様な特別選抜試験を実施し
た。

イ 　特別選抜試験でのWeb出願の導入
など出願手続きの簡素化により、
受験者数増を図る。

イ　特別選抜試験のWeb出願について、業者
との交渉や内部調整を着実に進め、安定的
に運用する。

○ 特別選抜試験でWeb出願を導入し、受験者の
出願手続きの簡素化を図った。

③ ③ 県内出身入学生の確保

ア 　県内高校生を対象としたグロー
バル・セミナー入試を実施する。

ア　県内高校生を対象としたグローバル・
セミナー入試を実施する。

○ 県内高校生を対象としたグローバル・セミ
ナーを４月と８月にそれぞれ１回ずつ行
い、延べ178名が参加した。そのうち、10月
に実施したグローバル・セミナー入試を40
名が受験し、21名が合格した。

イ 　高校入学前から本学に触れる機
会を作り、魅力を感じてもらうこ
とにより、志願者増につなげるた
め、県内小中学校における交流活
動等を実施する。

イ　県内小中学校との交流活動を通じて、
高校入学前の児童・生徒に対して本学の特
色・魅力を積極的に発信し、早期に本学に
対する興味・関心を喚起することで、県内
高校生の志願者増につなげる。

○ 県内小中学校との派遣交流を19回、訪問交
流を25回、オンライン交流を３回実施し、
大学紹介やキャンパスツアーのほか、学生
による進路講話や英会話を含む交流活動を
通して本学への理解を深める機会を提供し
た。また、中学生を対象としたイングリッ
シュビレッジを４回実施し、県内中学生20
名が参加した。

ウ 　１年次から多くの高校生に本学
を知ってもらい、志願者増につな
げるため、各種セミナー・出張授
業・大学見学を実施する。

ウ　高校での出張授業のほか、「大学コン
ソーシアムあきた」での高大連携授業を通
じて、高校１年生に対しても本学の特色・
魅力を積極的に発信する。

○ 高校での出前講座を13件実施し、507名の参
加を得た。また、「大学コンソーシアムあ
きた」が主催した高大連携授業に、本学教
員６名を派遣して「国際教養学への招待」
を６回開講したところ、全体で29名の高校
生（うち高校１年生は12名）が参加した。

エ 　学生による母校訪問等により、
効果的に受験生に働きかける取組
を行う。

エ　県内出身学生による母校訪問時に高校
生向けに説明会を行うなど、受験生への効
果的な働きかけを図る。

○ 県内出身の在学生５名が母校５校を訪問
し、高校生向けに説明会を実施した。

県内出身入学生の確保

アドミッションポリシーに基づく着
実な入試の実施

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等
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自己評価 評 価

オ 　本学の教育内容や学修環境に関
する高校教員の理解を深め、進路
指導に役立ててもらうため、県内
高校訪問を行うとともに、教員向
けキャンパス見学会等のＰＲ活動
を行う。

オ　県内の全ての高校を訪問し、入試に関
する情報提供や高校生の進路動向等の把握
に努めるとともに、オンラインも活用して
広報活動を行う。また、教員向けキャンパ
ス見学会を行い、教員等と学生募集につい
て協議しながら、県内高校生確保に向けて
連携して取り組んでいく。

○ 他業務との兼ね合いから県内全ての高校を
訪問することはできなかったものの、過去
の受験実績等を踏まえて28校を選定・訪問
し、教員に対してカリキュラム、入試制
度・対策、アドミッション・オフィサー制
度等について説明を行うとともに、志願状
況の確認、生徒への受験勧奨の依頼を行っ
た。

カ 　学校推薦型入試等の特別選抜試
験への志願者を増やすため、高校
訪問やグローバル・セミナー等の
多様な機会を活用して、きめ細か
な情報提供を行う。

カ　大学説明会、グローバル・セミナー、
高校訪問等の機会を利用し、県内の高校生
や高校教員に対して推薦入試等の特別選抜
試験についてきめ細かな情報提供を行う。

○ グローバル・セミナーや県内高校訪問のほ
か、県内高校生向けに、進路説明会を10校
で行ったほか（参加者数：1,153名）、業者
主催の県内大学を対象とした説明会に５回
参加し（本学ブース訪問者数33名）、特別
選抜試験についてきめ細かな情報提供を
行った。

キ 　高校と連携して、本学の求める
学生像に合致した県内高校生の確
保を目指す、アドミッション・オ
フィサー活動を実施する。

キ　アドミッション・オフィサーが、高校
と連携し学生募集活動を展開する。

○ 申し出のあった県内の高校１校をアドミッ
ション・オフィサーが訪問し、３名の生徒
との面談を実施した。結果として、３名全
員が本学を受験し、２名が合格・入学に
至った。

ク 　県内出身入学者への奨学金や、
入学金の優遇措置等の経済的支援
を実施する。

ク　県内出身者を対象に「わか杉奨学金」
を給付するとともに、入学金の優遇措置を
実施する。

○ 県内出身者を対象とした入学金の優遇措置
を継続して行ったほか、「わか杉奨学金」
を春学期81名、秋学期78名に対し計
12,575,700円を支給した。

④ ④ 社会人等学生の受け入れ
説明会や個別相談会のほかウェブサイトに
より、「社会人入試」制度の周知を図る。

○ 説明会や個別相談会のほかウェブサイトに
より、「社会人入試」制度の周知を図っ
た。結果として３名受験し、２名が合格・
入学した。

☆ 数値目標
・一般選抜試験倍率：５倍以上
・県内出身入学者数：学部入学定員の２割
以上

☆ 実績
・一般選抜試験倍率：7.8倍
・県内出身入学者数：26名（令和６年４月
入学）。定員の1.6割。

社会人等学生の受け入れ
多様な学生の確保のため、説明会や
個別相談会等において、「社会人入
試」制度の周知を図る。

☆ 数値目標
・一般選抜試験倍率：５倍以上
・県内出身入学者数：学部入学定員
の２割以上

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等
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自己評価 評 価

① ① ア　本学への交換留学、正規生入学及び短
期留学プログラムへの参加を目指す海外の
学生を主な対象と捉え、新カリキュラムを
含めた本学の特長や魅力を分かりやすく伝
えられるよう、英語版ウェブサイトのリ
ニューアルを図るとともに、Student Voice
記事やＳＮＳでの学生体験談の発信を強化
する。

○ 本学の特長や魅力が海外の学生にわかりや
すく伝えられること、及び必要な情報を検
索しやすくすることを目的に英語版ウェブ
サイトをリニューアルした。さらに、学生
の体験談を「Student Voice」として定期的
に発信したほか、国際センターのスタッフ
が大学の日々の様子やイベント等を写真付
きでＳＮＳに投稿するなど、リアルタイム
な情報提供を行った。

イ　各国の国際交流関係者が多数集まる国
際会議や留学フェア等に参加し、ブースを
出展するなどにより本学の取組を積極的に
紹介するとともに、人的ネットワークを拡
大・深化させる。

○ 国内で開催された欧州留学フェアに職員を
派遣し、欧州各国の大学や公的機関等と新
たなネットワークを構築した。国際会議に
関しては、ＮＡＦＳＡ（５月・米国）、Ｅ
ＡＩＥ（９月・欧州）において本学のブー
スを出展し、またＡＰＡＩＥ（３月・豪
州）には職員を派遣して、学生交流プログ
ラムにおける関係性の維持・強化や教員交
流、共同研究等をテーマに、延べ139の提携
校と面談を実施したほか、ＡＰＡＩＥでは
本学の国際化戦略や交換留学に関する取組
を発表し、各国の関係者に本学を広くア
ピールすることができた。

② ② 教育及び研究の質が高い大学を世界各地か
ら選定し、情報収集・分析を行い、継続的
な交流が見込める大学を新規開拓する。一
方、交流が進んでいない提携校との関係を
分析した上で、交流促進又は関係の見直し
等、適切な対策を講じる。

○ 世界各地の大学の情報収集・分析を行い、
教育及び研究の質が高いヨーロッパの優良
大学２校（ローマ・ラ・サピエンツァ大学
（イタリア）、アグダー大学（ノル
ウェー））と新規学術交流協定を締結し
た。また、既存提携校２校（チュラロンコ
ン大学（タイ）、ニューカッスル大学（英
国））との協定において対象学部を拡大し
たほか、デンバー大学（米国）及びアル・
アハワイン大学（モロッコ）との協定では
授業料相互免除への移行を実現し学生交流
の充実を図った。さらに提携校のニーズを
確認した上で、受入奨学金を活用したり、
本学学生に対する提携校情報等の周知を工
夫したりしたことにより、双方向の交流を
促進することができた。

本学の国際的認知度の向上のため、
英語版のウェブサイトや広報活動の
充実を図るとともに、各国の大学関
係者が集まる国際会議や留学生フェ
アなどにおける広報活動を積極的に
展開する。

優秀な留学生を確保するため、特色
ある教育機会を提供する大学や研究
の質が高い大学を選定し、提携校を
新規開拓するほか、交流が進んでい
ない提携校、派遣留学ニーズがない
提携校との関係を見直し、交換留学
を活発化させていく。

Ａ

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ
　積極的な広報活動や提携校の新規開
拓などにより、各国からの優秀な留学
生の確保に向けた取組がなされている
ことが評価される。

（２）留学生の確保

- 12 -



自己評価 評 価

③ ③ 国際会議への参加や提携校訪問等を通じて
海外大学とのネットワークを強化するとと
もに、引き続き日本の水際対策を注視し
ウィズコロナに対応しながら留学生の受入
促進を図る。

○ 提携校10大学へ本学の教職員が訪問したほ
か、提携校８大学から12名の教職員（うち
６名はErasmus+協定による）を受け入れた
ことにより、教員や職員同士の人的ネット
ワークが拡大し、大学間における相互理解
の促進、関係強化につながった。また、国
内外のコロナウィルス感染状況や各国政府
の動向の把握に努めたことにより、世界各
国からの留学生を確実に受け入れることが
できた。

④ ④ 日本及び秋田の文化・伝統を学べる科目に
ついて掲載している英語版ウェブサイト、
公式ＳＮＳ及び留学案内パンフレットにつ
いて、提携校の留学フェアで紹介してもら
うなど効果的かつ積極的に提携校・留学生
にＰＲする。

○ 英語版ウェブサイト及び公式ＳＮＳに、本
学に留学中の学生、及び留学修了生が作成
した記事を定期的に投稿し、本学での生活
や秋田の魅力を留学生自身の言葉で発信し
た。また、留学案内パンフレットにおいて
Japan Studiesとして日本及び秋田の文化伝
統を学べる科目について紹介した。
【記事投稿回数】
Student Voice：15回
ＳＮＳ（Facebook）：32回
また、ＡＰＡＩＥ国際会議に地域連携の担
当課職員を派遣し、地域交流活動への参加
を通して日本文化を学ぶ機会について積極
的に宣伝した。

年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

日本及び秋田の文化・伝統等を学べ
る科目の開講や地域との交流活動な
ど、学修・生活面での本学ならでは
の魅力を発信し、外国人留学生の確
保に努める。

各国・地域を代表する提携校との世
界的ネットワークを強化するととも
に、交換留学プログラムの充実を図
る。

年　度　計　画　の　項　目中　　期　　計　　画　　の　　項　　目
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自己評価 評 価

⑤ ⑤ 留学生に対し、本学独自の奨学金制度によ
る経済的支援を継続するほか、制度を有効
活用して受入れの活性化を図る。さらに、
海外提携校と連携してErasmus+奨学金の確
保に努める。

○ 学習奨励費（正規留学生用）は、渡日前予
約枠を確保し、学部生２名、大学院生５名
が採用されたほか、平和中島財団奨学金に
学部生１名、ＪＥＥＳ修学奨学金に学部生
１名、ロータリー米山財団奨学金に大学院
生２名が採用された。また、ヨーロッパの
提携校と連携し、３大学においてErasmus+
奨学金を確保した。さらに、コロナ禍にお
ける留学生の対面受入中止期間を除く、過
去３年間の学生交流実績において、交流が
停滞または停止している提携校のうち特に
関係強化が必要と思われる13校に対して本
学独自の奨学金制度である短期留学生受入
奨励奨学金の募集をかけたところ、８校か
らの留学生の受入につながった。

⑥ ⑥ 外国人留学生入試（４月入学・９月入学）
を実施する。

○ ウェブサイトを通じて外国人留学生入試
（４月入学と９月入学）について周知・広
報を実施した。
【入試の実績】
・外国人留学生入試Ⅰ（４月入学）
　出願者数15名
　合格者数３名
　入学者数１名
・外国人留学生入試Ⅱ（９月入学）
　出願者数16名
　合格者数５名

☆ 数値目標
・海外提携校活動率（大学間で教育に関し
交流活動がある割合）：６割以上

☆ 実績
・海外提携校活動率（大学間で教育に関し
交流活動がある割合）：８割

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

外国人留学生選抜試験等を通じて、
優れた留学生の確保に努める。

外国人留学生奨学金等の経済的支援
により、より幅広い層からの留学生
確保に努める。

☆ 数値目標
・「海外提携校活動率」大学間で教育に
関し交流活動がある割合：８割以上（中
期計画期間達成目標）
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自己評価 評 価

① ① 本学のウェブサイトやFacebook、パンフ
レット等を通じて大学院に係る情報発信を
行うほか、Facebook広告を通年で掲出し、
大学院への進学を検討している学生・社会
人に向けて最適な広告配信を行う。

○ 大学院のパンフレットは、日英併記で作
成・発行し、資料請求者や本学大学院の専
門分野と関連する分野の学部を持つ他大学
の関係教員に送付するなど、広報活動に努
めた。FacebookやInstagram広告を掲出した
結果、延べ47万人以上のユーザにリーチし
9,016の大学ウェブサイトへのアクセスを誘
導した。

② ② オンラインを活用しながら、全国の学生を
対象とした大学院説明会・個別相談会によ
り、本学大学院の特長、カリキュラム等の
情報を発信する。

○ オンラインも活用しながら、大学院説明会
を７回（参加者数：延べ74名）、授業見学
会を７回（同33名）、個別相談会を101回
（同101名）を実施し、本学大学院の特長、
カリキュラム等の情報を発信した。

③ ③ 県内英語教員に対する入学金免除制度や長
期履修制度を実施する。

○ 令和５年度は現職教員の入学者はおらず入
学金免除の適用はなかったが、長期履修制
度については３名が利用した。

Ａ Ａ
　積極的な広報活動の展開により、収
容定員の60名を充足したことなどが評
価される。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

県内英語教員に対する入学金免除制
度や長期履修制度を実施する。

（３）大学院学生の確保

本学大学院の更なる知名度向上によ
る志望者増加を図るため、大学ウェ
ブサイトをはじめ、ＳＮＳや大学院
情報サイト等での広告など、各種メ
ディアを通じた広報を推進する。

本学への理解を深め、国内外の受験
生・入学生の確保につなげるため、
オンラインでの説明会・個別相談会
等の実施により、本学大学院の特
長、カリキュラム等の情報を継続的
に発信する。
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① ① ア　図書館の365日24時間オープン体制を維
持するとともに、言語異文化学修センター
（ＬＤＩＣ）と図書館の間のドアを開放
し、利便性を高める。また、学術資料検索
データベースSCOPUSを新たに導入しサービ
スの向上を図る。

○ 学生・教職員に図書館の24時間・365日開館
を継続した。言語異文化学修センター（Ｌ
ＤＩＣ）と図書館の間のドアを開放し、Ｌ
ＤＩＣのカウンターが閉まっている夜間や
休暇中も図書館の自動貸出機で図書の貸借
を可能にするなど、利便性を向上させた。
また、新たに学術資料検索データベース
SCOPUSを導入しＦＤで教員に紹介したほ
か、大学院の授業でも紹介し利用促進を
図った。

イ　デジタル資料を含め、本学の教育研究
内容に密接に関連した図書及び資料を整備
する。

○ 蔵書数約８万５千冊と合わせて、データ
ベース５種類、電子書籍46万タイトル、電
子ジャーナル9,500タイトルを提供した。ま
た本学の教育研究内容に密接に関連した図
書・資料707点（和書431点、洋書269点、視
聴覚資料7点）を新たに整備した。

② ② ＬＤＩＣにおいて、オンライン教材を含
め、英語その他の外国語及びＳＴＥＭ科目
教材を充実させ、利用促進を図りながら、
自律学修の環境を施設内と遠隔の双方で提
供する。また、ＴＯＥＦＬ®ＴＥＳＴその他
の英語能力試験を実施し、より高い英語運
用能力の修得を支援する。

○ ＬＤＩＣにおいて、Rosetta Stone®オンラ
イン版を提供し、19言語で延べ132名の学生
が利用した。また、新たに外国語教材75
点、日本のマンガ(日本語・英語）121点、
ＳＴＥＭ科目教材10点を購入し、施設内と
遠隔の双方から自律学修環境を整備したほ
か、ＴＯＥＦＬ-ＩＴＰ® デジタル版を２
回、ペーパー版を６回（受験者643名）実施
した。さらに、IELTS™を３回（受験者104
名）対面で実施し、親の会からの寄附によ
り受験料を補助した。

Ａ Ａ
　教育研究に関連する図書・資料の整
備やきめ細かな学修支援がなされてお
り、年度計画どおり実施していると認
められる。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ Ａ

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

言語異文化学修センター（ＬＤＩ
Ｃ）において多言語自主学修教材を
整備するとともに、研修等を通して
利用方法の周知を図ることで、学生
の能動的学修環境を整える。

図書館の365日24時間オープン体制を
維持するとともに、デジタル資料を
含む蔵書・各種資料とオンライン
サービスの充実を図る。

（１）学修の支援

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

３  学生支援
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自己評価 評 価

③ ③ ア　学修達成センター（ＡＡＣ）におい
て、大学院生のティーチングアシスタント
（ＴＡ）及び学部生のピアチューター（Ｐ
Ｔ）を活用した英語論文指導等により、学
生の英語能力の向上を図るほか、個別学修
に対する支援を行う。

○ 学修達成センター（ＡＡＣ）において、延
べ32名のティーチングアシスタント（Ｔ
Ａ）及びピアチューター（ＰＡ）を雇用
し、英語論文指導、日本語、ＴＯＥＦＬ®、
プレゼンテーション、代数学等、計911回の
個別チュータリングサービスを実施した。

イ　学生一人ひとりに対し、セミナー指導
教員等をアカデミックアドバイザーとして
配置し、学生の能動的な学修を支援する。

○ 学生の専門的な学修を支援するため、学生
の研究テーマに沿ったセミナー指導教員を
アカデミックアドバイザーとして配置し
た。

④ ④ 入学前教育として、特別選抜試験の合格者
を対象にした「スタートナウセミナー」を
実施するほか、グローバル・セミナー入試
で合格した県内高校生に対して、特に英語
の学習法を中心とした入学前プログラムを
実施する。

○ 特別選抜入試の合格者を対象とした入学前
教育として、２月９日、10日にスタートナ
ウセミナーをオンラインで実施し、本学教
員による学術英語の運用能力を強化する
ワークショップと、自然科学や数学分野に
ついての知的好奇心を高めるレクチャーを
行ったほか、本学の学びに対する心構えに
ついて指導した。また、ＴＯＥＦＬ－ＩＴ
Ｐ®デジタル版の受験機会を提供し、73名が
参加した。加えて、グローバル・セミナー
入試の合格者を対象に11月～２月にかけ
て、本学において対面で入学前教育を実施
し、ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ®テストの指導をは
じめ学術的英語運用能力について指導する
とともに、ＴＯＥＦＬ－ＩＴＰ®テストの受
験機会及び大学の授業体験の機会を提供
し、21名が参加した。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

学修達成センター（ＡＡＣ）におけ
る学生チューターによる個別学修支
援を行うとともに、学生の興味・関
心のある分野を専門とする教員をア
カデミックアドバイザーとして配置
し、学生の能動的な学修を支援す
る。

入学後の学びをより円滑化させるた
め、特別選抜試験で合格した高校生
を対象に入学前教育を実施する。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

- 17 -



自己評価 評 価

① ① 学生生活支援の充実
ア 　多様な背景を持つ学生それぞれ

の健康的な生活を支援するため、
心身面のきめ細かな指導、教育の
強化、困難を抱える学生への適切
な対応、特別支援の充実を図る。

アa）　教職員間の連携を密にし、学生の心
身の問題に対して迅速かつ適切に対応す
る。保健室とカウンセリングルームによる
個別相談、健康教育、心理教育等の支援を
行う。

○ 新型コロナウイルス感染症については、５
類感染症移行後もオンラインでの報告
フォームによる受付を継続することによ
り、学内での感染拡大防止に努めた。ま
た、保健室だよりを年10回発行し、季節に
応じた健康情報、心身の健康の保持増進に
向けた実践的な情報、感染症に対する最新
の情報提供を行った。さらに、保健室とカ
ウンセリングルームによる個別相談、新入
生オリエンテーションにおける心理教育、
インフルエンザ予防接種、100円朝食や青空
保健室、ウォーキングチャレンジ等の教育
イベントにより、学生の心身のケアに努め
た。

　b）　支援を必要とする学生を早期に発見
し適切に対応する。また、学生の障害特性
や社会的障壁を適切にアセスメントし、学
生がもつ能力を十分に発揮できるよう支援
する。

○ 学業や生活に不安と困難を抱える学生が気
軽に相談できる場を提供するため、「特別
支援ウォークインウィーク」を計４回実施
した。学生との対話により正確な状況把握
に努めたほか、必要に応じて医療機関等を
案内するなど、障害特性に基づく必要な支
援を学生が速やかに受けられるよう支援し
た。また、学生自身が主体的に支援を求め
る力を育成するための取り組みとして、特
別支援の申請フローを示したカレンダーを
作成し、学内ポータルサイト（ＡＴＯＭ
Ｓ）に掲示したほか、特別支援に関するチ
ラシを制作して学内に設置するなどの取組
を行った。さらに、学期末には振り返りを
目的としたアンケート調査を行い、支援の
有効性を評価すると同時に、学生の声を反
映した形での業務改善につなげた。

年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ａ Ａ
　関係部署が連携・協力して、きめ細
かな学生生活の支援を実施しているこ
とが評価される。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等年　度　計　画　の　項　目中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

学生生活支援の充実

（２）学生生活の支援
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自己評価 評 価

イ 　経済的に困難な学生が、授業料
減免や奨学金制度を最大限活用で
きるよう情報提供や申請支援を強
化するとともに、経済支援が広く
行き渡るよう、本学独自の奨学金
制度の定着と利用促進を図る。

イa）　本学を指定校とする奨学金、及び本
学学生が応募可能な奨学金の制度につい
て、遅滞なく学内へ周知する。

○ 本学が指定校である尚志社奨学金(１名)、
フジシール財団奨学金(２名)、ロータリー
米山(３名）の募集を周知し、学内選抜後に
推薦を経て、５名が採用された。また、本
学に案内のあった給付・貸与奨学金制度に
ついては、募集要項を精査のうえ、対象と
なりえる学生がいる場合には、遅滞なく
メールで全学周知を行った。

　b）　経済支援を必要とする学生に対し、
国の高等修学支援新制度に基づく授業料減
免、給付奨学金の利用を促すとともに、こ
れらを利用できない学生については、それ
を補完する本学独自授業料減免、奨学金制
度を案内する。また、令和5年4月より、
「ＡＩＵふきのとう特別奨学金」を新設
し、給付奨学金応募機会の拡大によって、
支援の充実を図る。

○ 国の授業料減免制度は学期毎に継続申請分
を含め定期募集を行い、春学期59名、秋学
期63名(学部生のみ)が利用したほか、大学
独自減免制度については、春学期24名(学部
18名、院６名)、秋学期17名(学部９名、院
６名)が採用された。また、「AIUふきのと
う特別奨学金」を新設し、６名（学部５
名、院１名）に支給した。

ウ 　大学生活のスタートと学生生活
への適応を支援するため、セッ
ション内容の精査やスケジュール
の組み立てを工夫するなどし、新
入生オリエンテーションの充実を
図る。

ウ　レジデント・アシスタント（ＲＡ）や
ピアサポーター等が主体となった対面セッ
ションを通じて、学生間のコミュニティビ
ルディングの機会を増やすなど、新入生オ
リエンテーションの充実を図る。

○ 新入生オリエンテーションを秋学期より対
面に戻して実施した。また、ＲＡやピアサ
ポーターを中心に「Welcome Dinner（約200
名参加の立食パーティー)」、
「AIULympic(スポーツイベント)」、「Sｅ
ｍｐａｉ’s Story(ピアサポーターによる
体験談発表）」等、新入生同士や新入生と
在校生が交流できるプログラムを実施する
ことで、コミュニティビルディングの機会
を創出した。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価 評 価

エ 　学生の意見やニーズを積極的に
収集し、キャンパス環境、学外へ
のアクセス及び学生生活支援の改
善と向上に活用する。また、情報
提供の充実や学生生活の利便性の
向上等にオンラインを活用しなが
ら支援の総体的な強化を図る。

エa）　学生生活委員会、学生会及びＲＡと
の定例ミーティング等を通じ、学生の意見
やニーズを積極的に吸い上げながら、学生
の自主性も尊重した生活支援の質の向上を
図る。

○ 学生会及びＲＡとの定例ミーティングを週
１回実施し、学生生活における困りごとや
大学に対する要望等を確認し、関係部署と
連携しながら必要な対応を行った。また、
大学として策定準備を進めた「AIU Core
Values（本学における学生・教職員の行動
指針）」について、学生会に初期検討を依
頼し、学生生活委員会の場で教職員が
フィードバックを行うなど、学生の声や自
主性を尊重した形での大学運営に努めた。

　b）　「Student Life Handbook」等冊子
類のオンライン化や学生生活に関する年間
行事カレンダーを学内ポータルサイトに掲
載するなど、学内システムを活用した情報
提供の充実を図り、学生生活の利便性向上
につなげる。

○ 学生生活に関する年間行事カレンダーを
「Student Life Calendar」として作成し、
学内ポータルサイト（ＡＴＯＭＳ）へ掲載
した。結果的に950名以上に閲覧されるな
ど、学生が計画的に行動するためのリソー
スとして、有効に活用された。また、これ
まで新入生に冊子で配布していた「Student
Life Handbook」のデジタル化を決定し、令
和６年度からの運用開始に向け準備を進め
た。

② ② 課外活動等支援の充実
ア 　学生会やクラブへの財政面、企

画運営面等への支援を通して、学
生の主体的な活動を支えるととも
に、安全性確保の仕組みを整える
など、活動環境の一層の向上に取
り組む。

ア　学生会やクラブ等の課外活動に対し、
財政的な支援や企画運営への助言を行うと
ともに、クラブ等へ加入する全ての学生に
対してスポーツ安全保険への加入を義務づ
けることで、課外活動の安心・安全な環境
整備を図る。

○ 課外活動に対し、従来の財政的な支援に加
え、20周年を迎えた大学祭に向け、大学祭
実行員会に必要な助言を行うなど、学生に
よる主体的な活動を側面から支援した。ま
た、ＡＩＵサポーターズクラブからの寄附
金を活用した学生生活支援プロジェクトを
「シェアサイクルサービス」及び「生理に
対する支援」をテーマとして実施するな
ど、学生の新たな活動機会を創出した。さ
らに、クラブ等へ加入する全ての学生に対
しスポーツ安全保険への加入を義務づけ、
学生がより安心・安全に課外活動に取り組
むことができるよう環境整備に努めた。加
えて、「企画書チェックリスト」を新たに
作成し、学内ポータルサイト（ＡＴＯＭ
Ｓ）に掲載することで、学生団体が自律的
に活動計画を立案するための仕組みづくり
を進めた。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

課外活動等支援の充実
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自己評価 評 価

イ 　ＡＩＬＡ教育の実効性を高める
ため、学内居住率の向上を図る。

イ　多様な入居形態を導入・運用すること
により、学内居住率の向上を図る。

○ つばきヴィレッジにおける２名又は３名の
グループ入居や、性別で分けないユニット
への入居等、多様な入居形態を導入したと
ころ、８割を超える学部学生（交換留学中
の学生を除く。春学期：714名、秋学期：
727名）が学内に居住し、コロナ禍以前の水
準を超える学内居住率となった。

ウ 　学生寮、宿舎生活の支援やレジ
デント・アシスタント（ＲＡ）の
育成、テーマ別ハウスの取組を通
して、学生主体の自律的な居住コ
ミュニティの構築を推進する。

ウ　寮及び宿舎の入居者に有用な情報を積
極的に提供するとともに、ＲＡやテーマ別
ハウスの活動を支援することにより学生同
士の交流の活性化を図る。

○ 寮及び宿舎に関するルールや生活に必要な
情報について学生が随時確認できるよう、
学内ポータルサイト（ＡＴＯＭＳ）に情報
を掲載した。また、学生同士の交流を活性
化させるため、ＲＡは、感染症対策により
中止していた大型イベント「Welcome
Dinner（約200名参加の立食パーティ）」を
４年ぶりに開催するなど、10件以上のイベ
ントを企画・実行したほか、テーマ別ハウ
ス（４ハウスを運営）では、令和４年度に
新設したつばきヴィレッジの多目的スペー
スを活動の拠点として活用し、ミーティン
グ及びイベントを多数実施した。さらに、
学期中及び学期末のポスタープレゼンテー
ションや、ハウス合同での映画上映イベン
ト等、ハウスメンバー以外の学生も巻き込
んだ形での活動も展開した。

エ 　学生が行う地域貢献活動の充実
を図るため、地域からのこれらの
活動に関する要望等の情報を学生
に幅広く提供する。

エ　県内の各自治体や地域の団体等が企
画・実施する地域貢献・国際交流活動等の
情報を、学内説明会や地域交流フェア等の
機会のほか、学内掲示板や学生への一斉
メール等のツールを有効活用して遅滞なく
提供し、各種活動への学生の参加機会の拡
大につなげる。

○ 小・中学校及び高校との英語活動や交流等
に、多くの新入生が参加するよう、入学時
のオリエンテーションで概要や参加方法等
を説明したほか（４月・９月）、県内自治
体等が企画・実施するイベント情報を学内
掲示板やメール、地域交流フェアで学生に
提供した。

オ 　国内外の会議等に参加する学生
に対して経済的な支援を行い、交
流活動の充実を図る。

オ　国内外の会議等に参加する学生に支給
するアンバサダー奨励金制度を継続し、学
生の学外との交流を活発化させるととも
に、経験値の向上を図る。また、新型コロ
ナウイルスの感染拡大状況を考慮した上
で、必要に応じ、オンライン開催される行
事等を対象とする時限措置を講じる。

○ 国内外の学生会議への出席を目的とする学
部生４名に対し、計80,000円のアンバサ
ダー奨学金を支給し、学外での学生の活動
を支援した。

☆ 数値目標
・学生生活委員会の開催等 年10回
以上

☆ 数値目標
・学生生活委員会の開催等 年10回以上

☆ 実績
・学生生活委員会の開催等 学生生活委員会
４回、学生寮会議２回、学生宿舎会議２
回、学生会とのミーティング週１回、ＲＡ
とのミーティング週１回、計10回以上

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 評価結果の説明及び特筆すべき事項等年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価 評 価

① ① ア　初年次から「キャリアデザイン」を必
修科目とし、早期段階からのキャリアの理
解と就業意識の向上を図る。また、ＥＡＰ
を修了した者には選択科目として「社会探
究活動」の実施を奨励し、現実の社会情勢
や具体的な職業についての考察を促す。

○ 必修科目「キャリアデザイン」を各学期そ
れぞれ１クラスで実施し、春学期87名、秋
学期100名が受講した。また、「社会探究活
動」科目については、18名が単位取得し
た。

イ　同窓会組織等に対してキャリア支援の
ための外部講師の派遣を依頼し、新しい働
き方を含むより具体的な職業イメージや勤
労意識を学生に植え付ける。

○ 企業説明会において、卒業生を積極的に同
行させてもらえるよう参加企業に働きかけ
たほか、同窓会と連携し、卒業生を招いて
の対面交流会とオンライン交流会を実施し
た。また、企業人事担当者を講師として招
き、企業はどこを見て採用しているかなど
の具体的視点でのセミナーを実施し、内面
的評価の可視化を図った。

② ② オンラインを活用しながら業界研究会や留
学前の学生に対するガイダンス、他大学と
の合同イベント、個別就職相談等をできる
限り多く実施する。また、内定者を積極的
に活用し、就職活動中の学生を支援する。

○ 県外企業67社、県内企業６社の企業説明会
を年間を通じて対面又はオンラインで実施
したほか、企業採用担当者の方を招いての
模擬面接、１次面接会等を学内で67社実施
した。また、複数の大学と共同で面接対策
セミナーや企業説明会を開催した。さら
に、留学前の学生に対して就職活動の進め
方についてのセミナーを、留学中の学生に
対してはオンライン個別相談を行った。加
えて、内定者を学生サポーターとして雇用
し、個別相談、ＥＳ書き方講座を実施した
ほか、企業説明会参加促進のためＳＮＳで
発信した。その他、ＪＥＴＲＯ及び17大学
共催で外資系企業の合同企業交流会を実施
したほか、（一社）大学生の未来を支援す
る会主催の低学年向け「夏休み１日職場体
験」を５社で実施した。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

社会人として必要な能力や職業能力
を高めるため、「キャリアデザイ
ン」や「インターンシップ」の科目
を通し学生の職業観を醸成する。ま
た、先端産業分野や新しい働き方で
就労している社会人による講座・講
演を開催する。

学生との個別相談及びガイダンス、
企業説明会を引き続きオンラインで
も提供し、利便性を向上させるとと
もに、個別相談の機会を充実させる
など、きめ細かなキャリアサポート
の取組を推進する。

（３）キャリア支援 Ａ Ａ
　セミナーや個別相談等の充実した
キャリアサポートにより、就職希望者
に占める就職者の割合100％を達成し
たことが評価される。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 評価結果の説明及び特筆すべき事項等
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自己評価 評 価

③ ③ 県内企業における仕事体験の機会を提供す
るなど、学生と県内企業の接点を確保す
る。

○ 県内企業説明会を実施し、６社が参加した
ほか、県内で起業した卒業生との交流会を
実施した。また、６名の学生が県内企業で
インターンシップを行い、単位取得した。

④ ④ 「ＡＩＵデザインＬＡＢ」において、学生
と県内企業とが協働で課題解決の手法を学
ぶワークショップや企業の現場で実際の課
題に取り組む「デザイン思考実践」を実施
することにより、学生が県内企業に親しむ
機会を提供する。

○ 産学連携課題解決プログラム「ＡＩＵデザ
インＬＡＢ」に、学生延べ58名、県内企業
延べ34社が参加し、学生と企業との協働や
課題の共有を通じて、学生が県内企業に親
しむ機会を提供した。

⑤ ⑤ アカデミック・キャリア支援センター（Ａ
ＣＳＣ）において、学部生に対して本学を
含めた国内外の大学院の情報を提供するほ
か、進学説明会や講演会を実施するなど、
進学支援を行う。

○ アカデミック・キャリア支援センターにお
いて、本学教員による大学院進学相談のほ
か、国際機関で活躍する卒業生による高度
専門職業人講演をはじめ、大学院に進学し
た卒業生を含む大学院進学フォーラムを２
回実施した。また、「先輩ゼミ」を継続開
催したほか、オンライン交流の場を設ける
などの進学支援を行った。

☆ 数値目標
・就職希望者に占める就職者の割合：100％

☆ 実績
・就職希望者に占める就職者の割合：100％

☆ 数値目標
・就職希望者に占める就職者の割合：
100％

学生と県内企業の社員が、発想力を
涵養するワークショップで共に学
び、学んだことを企業の課題解決の
現場で実践する「デザイン思考実
践」等の活動を行う「ＡＩＵデザイ
ンＬＡＢ」を通じて、学生が県内企
業に親しむ機会を充実させる。

アカデミック・キャリア支援セン
ター（ＡＣＳＣ）における大学院進
学説明会や卒業生の講演会、高度専
門職業人講演会等を通じて大学院へ
の進学支援を行う。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

合同就職説明会の周知等、学生への
県内企業等の情報提供の取組を推進
する。
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① ① 学内研究費の適切な配分や適正な支出等に
留意し、教員が多様な研究活動を行えるよ
う支援する。

○ 研究活動に係る支援として、研究費で購入
した物品の管理体制を見直すとともに管理
システムを構築し、教職員の作業効率化を
図った。

【教員研究費の支給状況】
・基本配分額（申請上限額）
　350,000円（専任教員）
　175,000円（特任教員）
・配分実績
　23,400,000円（専任教員67名）
　1,400,000円（特任教員８名）
計24,800,000円

② ② 科学研究費に関する学内説明会を実施する
ほか、ガイド書籍の配付、外部専門機関に
よる添削サービスを活用した科研費研究計
画調書の作成支援等を行い、教員による競
争的資金や受託事業の獲得を促進し、研究
内容の充実・拡充を図る。

○

Ⅰ  教育研究に関する目標を達成するための措置

４  研究の充実 Ａ Ａ

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

各教員の研究成果の教育への反映を
図るため、教員研究費の支給により
専門分野での研究を促進する。

（１）国際教養教育に資する研究の推進 Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

国の科学技術研究費助成事業に関す
る説明会を実施するなどの組織的な
取組により、外部資金を活用した研
究活動を充実させる。

科研費獲得経験のある教員によるワーク
ショップ動画を配信したほか、外部機関に
よる申請書の査読を活用するなど、採択に
向けた調書作成の支援に取り組み、令和６
年度の科学研究費助成事業に研究代表者12
件、研究分担者11件を申請することができ
た。また、秋田県の「令和５年度技術イノ
ベーション創出・活用促進事業」におい
て、本学教員のプロジェクトが「産学官連
携チャレンジ促進事業」に採択された。さ
らに、秋田県立大学、秋田公立美術大学等
と連携し、国立研究開発法人科学技術振興
機構が公募する、令和６年度「共創の場形
成支援プログラム（ＣＯＩ－ＮＥＸＴ）」
に幹事機関として申請し、「育成型」から
「本格型」に昇格した。
【令和５年度競争的外部資金採択額（直接
経費・間接経費）】
●文部科学省の競争的研究費
　・科学研究費助成事業
　　20,611,000円（33件）
　・共創の場形成支援プログラム
　　7,870,472円
●その他外部研究費
　　11,069,689円（５件）
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自己評価 評 価

③ ③ 学内の共同研究に対し学長プロジェクト研
究費を配分し、地域課題等に取り組む分野
横断的な研究活動を支援する。

○ 秋田大学、秋田県立大学、秋田工業専門学
校等と連携し、本学が代表機関として申請
した国立研究開発法人科学技術振興機構の
令和６年度「共創の場形成支援プログラム
（ＣＯＩ－ＮＥＸＴ）」に係る本学教員の
予備研究に配分した（不採択となったため
執行は無し）。また、教員・学生の研究成
果発表の場である「ＡＩＵリサーチ・
ウィーク」（研究発表動画のオンライン公
開）において、過年度の学長プロジェクト
研究費採択者による発表を行い、成果の共
有を図った。

④ ④ 大学出版会が発行する研究紀要「Global
Review」と旧アジア地域研究連携機構研究
紀要を統合し、より広範囲の論文を掲載す
るジャーナルにリニューアルすることで、
教員の研究成果等を国内外に広く情報発信
する。

○ 大学出版会が刊行していた研究紀要
「Global Review」と旧アジア地域研究連携
機構研究紀要を統合し、新たに「国際教養
大学研究紀要（英語名称：Journal of
Liberal Arts, Technology, and Science
略称：JLATS）」として刊行するため、諸規
程及びウェブサイトの整備を行った。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

応用国際教養教育推進機構において
教員の研究を促進するとともに、教
育内容の向上を図る。

各教員の研究成果を大学出版会が発
行する「Global Review」等の学術誌
に掲載することにより、大学の教
育・研究を国内外に広くＰＲする。
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自己評価 評 価

① ① 提携校をはじめとした海外大学との協働に
よるＰＢＬの開講、海外大学への本学教員
の派遣、海外大学や国際機関からの講師招
聘等により、学術交流を促進する。

○ 海外大学との協働によるＰＢＬとして、マ
レーシアで「GSS302　ＧＳ特別講義２: グ
リーン・エコノミーへの多角的アプローチ
（ＰＢＬ）」を開講するとともに、チェン
マイ大学とのスタディ・ツアー科目の令和
６年度新規開講に向けて準備や調整を行っ
た。また、オランダ・アムステルダム応用
科学大学、米国・ウェスタンワシントン大
学にそれぞれ本学教員を派遣したほか、米
国、タイ、台湾の提携校より教員３名、米
国のトップ校で博士号を修得し国内の大学
で指導する教員２名の計５名を招聘し集中
講義を開講するなど、学術交流による科目
の拡充と教育力の向上を図った。

② ② 海外提携大学が提供する共同研究や学会発
表の機会をタイムリーに本学の教員に案内
するほか、本学が提供する「リサーチ・
ウィーク」等の研究発表の機会を海外提携
大学に案内するなど、教員同士の交流の場
を提供するとともに、教員の共同研究ニー
ズに応じた提携校とのマッチングを行う。

○ 教員向け電子掲示板の活用やメールニュー
スを週１回発行するなど、海外提携大学が
提供する共同研究や教員交流の機会を全教
員にタイムリーに提供した。また、教員や
学生の研究成果を発表する場である「ＡＩ
Ｕリサーチ・ショーケース 」（研究発表動
画をオンラインで共有するイベント）にお
いて海外提携校からも発表者を募集し、８
組の参加を得たほか、開催中は本学の発表
を視聴できるウェブサイトを提携校に案内
した。さらに、海外提携校を含む国内外の
研究機関から６名の研究員を受け入れ、本
学教員との共同研究を実施した。

国内外の大学・機関との教員の交流
やＰＢＬ等の取組を通して学術交流
の活発化を図る。

海外提携校等と連携し、サステナビ
リティ等をはじめとする地域課題を
テーマとした共同研究に取り組む。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

（２）海外提携校等との学術交流の活性化 Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① ① 連携協定を締結している県内自治体や各教
育委員会等からの要請も踏まえ、小･中学校
及び高校における英語の授業や英語による
各種活動に、オンラインを活用しながら本
学の留学生等や教員を派遣し、コミュニ
ケーション能力の養成や異文化理解の向上
に協力する。

○

Ａ

　児童・生徒との様々な交流活動を通
じて異文化理解の向上に取り組んだこ
とが評価される。

（１）児童生徒の英語コミュニケーション能力養成等への支援 Ａ Ａ

対面による交流活動として小・中学校及び
高校を中心に74回派遣するなど、英語教育
の向上等に係る取組に協力した。また、訪
問交流も58回受け入れ、大学紹介やキャン
パスツアー、留学生等との交流活動を実施
した。
さらに、令和２年度から開始したオンライ
ン交流も引き続き実施し、学内外や海外に
居住する学生・留学生と全国の小中高生の
交流活動を計13回実施し、異文化理解の向
上に協力した。

【実績】
対面交流実施回数　132回
オンライン交流実施回数　13回
計145回
【内訳】※人数はいずれも延べ数
○対面交流
　 派遣交流（74回）
　　・保育園・幼稚園　８回
　　　参加学生　25名（うち留学生23名）
　　・小学校　８回
　　　参加学生　26名（うち留学生21名）
　　・中学校　11回
　　　参加学生　91名（うち留学生５名）
　　・高等学校　６回
　　　参加学生　65名（うち留学生９名）
　　・その他　県内団体　41回
　　　参加学生 243名（うち留学生93名）
　 訪問交流（58回）
　　・小学校　15回
　　　参加学生 111名（うち留学生75名）
　　・中学校　10回
　　　参加学生　43名（うち留学生13名）
　　・高等学校　４回
　　　参加学生　16名（うち留学生１名）
　　・その他　県内団体　28回
　　　参加学生 162名（うち留学生14名）
　　・その他　県外団体　１回
　　　参加学生　19名（うち留学生２名）

Ａ

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

小・中学校等における英語教育や異
文化理解の取組を支援するため、教
育委員会等の要望に応じ、児童・生
徒等と留学生等との交流活動を行
う。

Ⅱ  地域貢献に関する目標を達成するための措置 Ａ Ａ

１ 学校教育への支援
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自己評価 評 価

○オンライン交流（13回）
　　・小学校　２回
　　　参加学生　８名（うち留学生０名）
　　・中学校　１回
　　　参加学生　５名（うち留学生２名）
　　・その他　県内団体　４回
　　　参加学生　48名（うち留学生16名）
　　・その他　県外団体　６回
　　　参加学生　66名（うち留学生15名）

② ② 「英語で英語を学ぶ」プログラムとして本
学が開発した「イングリッシュビレッジ」
を開催し、県内外の小･中･高校生の英語に
よるコミュニケーション能力の向上に貢献
する。また、英語に加えて異文化理解力を
育むことを目的に開発した小学生向けの
「異文化理解教育プログラム」を実施す
る。

○ 対面によるイングリッシュビレッジを13回
開催し、県内外の中高校生の英語によるコ
ミュニケーション能力向上に貢献した。ま
た、異文化理解の促進に向け、オンライン
形式で実施していた「異文化理解教育プロ
グラム」の動画を、地域交流イベントに参
加する小学生を対象とした事前学習教材と
して活用することとし、令和６年度からの
配信に向けた準備を進めた。

☆ 数値目標
・英語教育関連プログラム実施件数：50件
以上

☆ 実績
英語教育関連プログラム実施件数：84件

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

県内外の小・中・高校生を対象に
「英語で英語を学ぶ」プログラムを
提供する「イングリッシュ・ビレッ
ジ」や異文化理解プログラムを実施
する。

☆ 数値目標
・英語教育関連プログラム実施件
数：50件以上

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目
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自己評価 評 価

① ① 県内自治体からの要請に基づき、小・中学
校及び高校の英語担当教員向け授業研究会
等の研修事業等に本学教員を講師として派
遣し、指導力の向上等に協力する。

○ 県教育委員会及び県内自治体等の要請に基
づき、英語担当教員向け研修事業に本学の
教員を派遣した。
【実績】
・小学校外国語教育集中実践セミナー（教
員２名派遣）

② ② 小・中学校及び高校の英語担当教員の指導
力向上に貢献するため、秋田県教育委員会
の意向も踏まえ、「ティーチャーズセミ
ナー」を実施するほか、米国大使館の支
援・共催による英語指導法セミナー等を、
オンラインを活用しながら全国規模で開催
する。

○

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

「ティーチャーズセミナー」及び米国大使
館プログラムを開催し、小・中学校及び高
校の英語担当教員の指導力向上に協力し
た。
【ティーチャーズセミナー開催実績】
・小学校教員対象：１回
　実施日：８月２日～８月４日
　主催：県教育委員会、国際教養大学
　会場：国際教養大学
　参加者：40名

【米国大使館プログラム】
・日本人教員のための英語指導法研修プロ
グラム（オンラインコース）
①“Test-making and Assessment for
English Teachers”
（７月３日～７月30日）参加者34名
②“Introduction to Intercultural
Communication”
（７月31日～８月27日）参加者43名
③“Language Skills Brush-Up for
English Teachers”
（７月31日～８月27日）参加者65名
・日本人教員のための英語指導法研修プロ
グラム（対面式ワークショップ）
④“3-Day Skill up Workshop in Tokyo”
（８月22日～８月24日）参加者９名
⑤“1-Day Advanced Skill up Workshop in
Tokyo”
（８月25日）参加者13名
⑥“1-Day Advanced Skill up Workshop in
Osaka”
（８月28日）参加者８名
⑦“3-Day Skill up Workshop in Osaka”
※Zoom同時開催
（８月28日～８月30日）参加者10名

Ａ（２）英語担当教員の指導力向上への支援
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

県教育委員会と連携し、教員研修事
業等に本学教員を派遣することで、
英語担当教員の教育力向上を支援す
る。

Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

県内外の小・中・高校の英語教員を
対象に「英語で英語を教える」プロ
グラムを提供する「ティーチャーズ
セミナー」を実施する。
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自己評価 評 価

⑧第2言語習得入門
（９月４日～10月８日）参加者７名
⑨教育哲学
（10月２日～10月29日）参加者１名
⑩教育と学習における創造性の育成
（10月２日～10月29日）参加者12名

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① ① 県内各地における様々なイベントへ留学生
等を派遣することにより、地域の活性化や
国際化に貢献する。

○

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

（１）地域の国際化の推進 Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

Ⅱ  地域貢献に関する目標を達成するための措置

２  地域社会への貢献 Ａ Ａ

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

県民の国際理解を深めるため、県内
市町村等が行う国際交流事業や各種
イベントに留学生等を派遣するな
ど、地域と留学生等との交流を実施
する。

県内市町村等が行う交流や各種イベントに
留学生等を派遣し、地域の活性化・国際化
に貢献した。

提携市町村等との派遣交流回数　計145回
①協定締結市町村
　・八峰町：４回
　・大仙市：10回
　・男鹿市：４回
　・由利本荘市：13回
　・美郷町：３回
　・仙北市：２回
　・大潟村：２回
②その他県内市町村
  ・秋田市：62回
　・北秋田市：１回
　・能代市：１回
　・潟上市：１回
　・横手市：２回
　・湯沢市：４回
　・五城目町：１回
  ・全県：28回
③その他県外市町村
　・東京都：２回
　・全国：３回
　・海外：２回
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自己評価 評 価

② ② 応用国際教養教育推進機構のもとに設置し
た地域連携協働研究センターを中心に、県
内の自治体や企業等からの依頼に基づき、
調査・研究に取り組む。

○ 地域連携協働研究センターのもと、秋田県
食のあきた推進課の委託を受け、秋田県産
日本酒のフランスへの輸出拡大に向けたプ
ロジェクトに学生６名が参加し、パリにお
ける消費者の味覚等に関する購買志向の現
地調査、認知度を高めるためのＰＲ用資材
作成等を行った。また、トヨタカローラ秋
田（株）と共同で、カーシェアリングサー
ビスがもたらす様々な影響を測定・検証す
るため、大学キャンパス内に、トヨタ自動
車株式会社のカーシェアリングシステム
「TOYOTASHARE」搭載車両３台を配備し、学
生・教職員に限定したクローズド・カー
シェアリングの実証研究を行った。さら
に、秋田市や秋田県商工会連合会からの依
頼に基づき、外旭川地区のまちづくりや、
住みつづけたいと思う秋田をテーマにした
ワークショップ等へ学生を派遣した。

自己評価 評 価

① ① 本学が開催する公開講座・公開授業、特別
講演会、他大学と連携したワークショップ
等について効果的な情報発信を行い、多く
の県民の参加が得られるよう努める。ま
た、県内の教育機関・自治体等からの要請
に基づき、本学教職員を講師や委員として
派遣するなど、地域貢献を推進する。

○ 公開講座や公開授業を通じて、県民の生涯
学習機会の充実や地域活性化に貢献した。
また、秋田県、岩手県、山形県の大学及び
国際交流協会等と連携・協働して「地域日
本語教育専門人材養成講座」を開講し、令
和５年度は３県合わせて25名（岩手９名、
山形９名、秋田７名）が受講・修了するな
ど、リカレント教育の機会を提供した。さ
らに、県内の教育機関や自治体、民間団体
等からの依頼に基づき、本学教職員を講師
として延べ90回派遣した（オンライン開催
を含む）ほか、各種審議会・委員会等への
就任依頼に基づき、本学教職員が延べ98団
体の委員等の役職に就いた。

【公開講座開催実績】
・日本人教員のための英語指導法研修プロ
グラム（オンラインコース）
①“Test-making and Assessment for
English Teachers”
（７月３日～７月30日）参加者34名

②“Introduction to Intercultural
Communication”
（７月31日～８月27日）参加者43名

③“Language Skills Brush-Up for
English Teachers”
（７月31日～８月27日）参加者65名

（２）多様な学習機会の提供 Ａ Ａ
　数値目標を上回る数の公開講座を開
催するなど、生涯学習機会の向上や地
域活性化に貢献したことが評価され
る。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

県民の知的好奇心の向上や地域活性
化に資するため、大学が有する教育
資源を活用した公開講座等の開催
や、県内各地への講師派遣等に積極
的に取り組むほか、県内高等教育機
関と連携した取組を推進する。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

大学が有する資源を生かし、県内の
自治体や企業等からの要請に応じて
各種調査・提言等に取り組む。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価 評 価 評価結果の説明及び特筆すべき事項等年　度　計　画　に　係　る　実　績

・日本人教員のための英語指導法研修プロ
グラム（対面式ワークショップ）
④“3-Day Skill up Workshop in Tokyo”
（８月22日～８月24日）参加者９名

⑤“1-Day Advanced Skill up Workshop in
Tokyo”
（８月25日）参加者13名

⑥“1-Day Advanced Skill up Workshop in
Osaka”
（８月28日）参加者８名

⑦“3-Day Skill up Workshop in Osaka”
※Zoom同時開催
（８月28日～８月30日）参加者10名

⑧第２言語習得入門
（９月４日～10月８日）参加者７名

⑨教育哲学
（10月２日～10月29日）参加者１名

⑩教育と学習における創造性の育成
（10月２日～10月29日）参加者12名

⑪第５回ソウゾウの森会議 秋田県における
企業が果たす役割
（５月20日）参加者28名
　
⑫第６回ソウゾウの森会議 モクトサイコウ
～新しい木都を考えてみる～
（６月３日）参加者45名

⑬第７回ソウゾウの森会議 水にまつわる物
と者（モノ）
（６月24日）参加者41名

⑭第９回ソウゾウの森会議 風土に根差した
産業と人
（８月25日）参加者35名

⑮第10回ソウゾウの森会議 源流域の生態系
からこれからの秋田を再考する
（９月23日）参加者42名

⑯第11回（第８回）ソウゾウの森会議（豪
雨災害による延期の上開催）男鹿から食べ
る森をソウゾウする
（10月28日）26名

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目
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自己評価 評 価

② ② 大学院においてリカレント教育を実施する
ほか、「科目等履修生」や「聴講生」制度
により、社会人に学びの機会を提供する。

○ 大学院においてリカレント教育を実施し秋
田県と奈良県教育委員会からそれぞれ１名
現職教員の受入があったほか、ウェブサイ
トにおいて、「科目等履修生」と「聴講
生」制度の周知を図った。

③ ③ 図書館及びＬＤＩＣを開放し、県民に多様
な学習機会を提供する。

○ 令和４年度に引き続き、図書館及びＬＤＩ
Ｃを一般利用者にも開放したほか、秋田県
内の高校生が一般の利用者より長時間利用
できる高校生カードを発行するなど、利用
促進に努めた。一般利用者による館内写真
撮影許可制度を導入し、申請数は1,364件と
なった。

☆ 数値目標
・公開講座等開催回数:10回以上／年

☆ 実績
・公開講座等開催回数：24回／年

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

⑰第１回ソウゾウの森大会議 ソウゾウをひ
らく
（11月24日）参加者90名

⑱2023年度国際教養大学公開講座「秋田の
再エネと里山を考える～国境と分野を超え
た多角的な視点から～」
（12月２日）参加者 111名

⑲2023年度国際教養大学公開講座「映像で
見る昭和50年代の雄和」上映会
（12月３日）参加者78名

・Research Showcase
⑳ 第１回Research Showcase 2023
（６月５日～６月16日）閲覧数：計207
View

㉑ 第２回Research Showcase 2023
（11月24日～12月15日）閲覧数：計691
View

㉒「Japanese Film and the Occult Boom」
（５月10日）参加者：43名

㉓Are We Ready for AI-Ready Society ? -
The Present Status and Future Prospects
of AI in Japan and the World」
（６月13日）参加者：79名

㉔「日本語教師の使命と役割を考える －
コーパスが語る学習者の文法－」
（10月28日）参加者：30名

図書館及びＬＤＩＣを広く県民に開
放し、県民に多様な学習機会を提供
する。

☆ 数値目標
・公開講座等開催回数:10回以上／年

リカレント教育の一環として、大学
院における教育のほか、「科目等履
修生」や「聴講生」の制度により、
意欲のある社会人に学びの場を提供
する。
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自己評価 評 価

① ① 同窓会組織との協議を定期的に行い、連携
体制のさらなる充実・強化を図るととも
に、秋田県の情報発信への参画を求めるな
ど地域貢献への具体的な取組を進める。

○ 卒業生の多くが県外や海外で活躍している
ことから、実施方法を対面ではなくオンラ
インも可能とするなど、出前講座実施にあ
たっての卒業生の負担を軽減した仕組みの
構築に向け、検討を行った。

② ② 同窓会員の住所や連絡先、メールアドレス
を一元化したプラットホームを確立し、各
分野に精通した会員によるオンラインセミ
ナー（出前講座）の開催など、地域貢献活
動の具体的な取組を進める。

○ 同窓会との連携強化に向け、同窓会員の住
所や連絡先、メールアドレスを一元化した
プラットホームを構築し、連携体制のベー
スを確立した。

自己評価 評 価

① ① 応用国際教養教育推進機構のもと、本県が
直面している諸課題を見据えた調査研究や
データ収集に向けて、企業をはじめとする
外部機関との連携を促進する。

○

　年度計画どおり実施していると認め
られる。

同窓会組織との連携を充実・強化す
るとともに、秋田県関係の情報発信
の取組等、地域貢献への参画を求め
ていく。

国際社会、地域社会の現実課題に触
れ、職業意識を醸成するため、県内
学校等において、国内外で活躍する
卒業生等をゲストスピーカーとした
出前講座を実施するなど、地域貢献
活動を推進する。

年　度　計　画　に　係　る　実　績

地域連携協働研究センターにおいては、秋
田ノーザンハピネッツ（株）及びSUNDRED
（株）と共に、地域の新産業創出の活性化
を目的とした秋田リビングラボの組成につ
いて協議した。また、東北大学との包括連
携協定に基づき、地域の課題解決や新事業
創出に向けた学生・教員の交流について協
議を行ったほか、科学技術振興機構が公募
する「大学発新産業創出基金事業スタート
アップ・エコシステム共創プログラム」
に、東北大学が主幹機関、本学が協力機関
として申請し、採択された。さらに、秋田
工業高等専門学校（秋田高専）と連携し、
秋田県産温泉泥を使用した商品開発に向け
た研究プロジェクトを実施した。
デザイン創造・データサイエンスセンター
においては、秋田県産業技術センターやコ
ロンボ大学と共同研究の可能性について協
議を行ったほか、ＮＰＯ法人ASHAと連携し
て高齢者の健康と学生の学びに関する研究
課題をトヨタ財団の研究助成プログラムに
申請し、採択された。また、（株）アクト
ラス、秋田大学と連携し、ウエアラブルの
健康監視モニターデバイスの開発に着手し
たほか、ソニーセミコンダクタソリュー
ションズ（株）、大阪大学と共同で、「生
体情報機能測定技術」に関するシステム研
究開発を開始した。

年　度　計　画　の　項　目

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

Ｓ Ｓ
　県内外の大学や企業等と連携し、地
域の課題解決に向けた協議や研究を推
進している。また、産学連携課題解決
プログラムなどにおいては、協働によ
る多様な活動が展開されており、数値
目標を大幅に上回る実績となったこと
が高く評価される。

年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

（４）地域活性化に向けた取組の強化

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

（３）卒業生のネットワーク等を活用した地域貢献活動の推進

応用国際教養教育推進機構のもと、
データサイエンスの視点も加えなが
ら、秋田県が直面する課題や施策を
見据えた研究調査や、地域や企業の
活性化に資する各種提言を行う。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

Ａ Ａ
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自己評価 評 価

② ② 県内企業との連携強化を図り、「ＡＩＵデ
ザインＬＡＢ」において、学生と県内企業
とが協働で課題解決の手法を学ぶワーク
ショップや企業の現場で実際の課題に取り
組む「デザイン思考実践」などの多様な活
動を実施する。

○ 産学連携課題解決プログラム「ＡＩＵデザ
インＬＡＢ」において、学生と企業が協働
する機会を提供した。
ＬＡＢ１　デザイン思考ワークショップ
　（５月）　学生　15名　企業　10社
　（６月）　学生　15名　企業　11社
ＬＡＢ２　デザイン思考実践：ワーク
ショップ課題解決プロジェクト
　（７－12月）学生　14名　企業　２社
ＬＡＢ３　デザイン思考実践：秋田県内企
業課題解決型学修
　（春学期）学生　２名　企業　２社
　（秋学期）学生　４名　企業　２社
　（冬期プログラム）学生８名 企業７社

③ ③ 企業等との連携協定に基づき、電力・エネ
ルギーや関係人口等の地域課題をテーマと
した寄附講座を開講するとともに、更なる
連携体制の構築を図る。

○ 三菱商事洋上風力（株）、（株）ウェン
ティ・ジャパン、（株）北都銀行との連携
協定に基づき、春学期に「電力・エネル
ギー全般」をテーマとした寄附講座
「GSS314　世界のエネルギー動向：可能性
と課題」を実施した。この寄附講座をきっ
かけとして、、講座の協力企業である日本
郵船（株）と地域課題をテーマにした意見
交換を行ったほか、再生エネルギーに関す
る研究会に新たに参加するなど、連携体制
の拡大につなげた。さらに、提携校である
アムステルダム応用科学大学、他２大学と
共同でＣＯＩＬ／ＶＥを既存の授業
（ENV100：環境科学）に導入したほか、起
業家による講義として、継続して「社会的
企業論」を開講した。

☆ 数値目標
・地域企業等との協働件数：30件以上

☆ 実績
・企業等との協働件数：57件（うち県内企
業等との協働件数：48件）

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

企業や地域の活性化へ貢献していく
ことを目指し、学生と県内企業の社
員が、発想力を涵養するワーク
ショップで共に学び、学んだことを
企業の課題解決の現場で実践する
「デザイン思考実践」等の活動を行
う「ＡＩＵデザインＬＡＢ」を実施
する。

寄附講座などを通して企業等との連
携を深め、地域課題解決に取り組む
産学連携体制の構築を目指す。

☆ 数値目標
・地域企業等との協働件数：30件以
上
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自己評価 評価

自己評価 評 価

① ① 大学経営会議及び教育研究会議をそれぞれ
10回程度開催するとともに機動的な運営に
努め、的確かつ迅速な意思決定を行う。ま
た、決定事項等については、他の学内会議
での報告や資料の共有等により、教職員へ
の周知を図る。

○ 大学経営会議、教育研究会議をそれぞれ10
回ずつ開催し、的確な意思決定を行うとと
もに、決定事項や協議内容については、他
の学内会議や資料及び議事録の共有を通じ
て、教職員に周知した。

② ② トップ諮問会議において、世界の高等教育
に関して高い見識を持つ有識者から、本学
の経営について大所高所からの意見をいた
だく機会を設ける。

○ 学長がトップ諮問会議委員と個別に面会
し、社会の変化を踏まえた高等教育の在り
方や本学の運営に関して多角的な意見を聴
取した。

③ ③ ア　学部生、大学院生及び短期留学生に対
し、学生生活に関する満足度調査のほか、
必要に応じて各種アンケート調査等を実施
し、その結果を業務運営に反映させる。ま
た、アンケート調査の結果を学生にフィー
ドバックし、本学の対応を学生に周知する
ことにより、満足度の向上を図る。

○ 短期留学生には各学期末、学部生及び大学
院生には年１回満足度調査を実施し、その
結果を学生・教職員に周知したほか、学生
生活についてのアンケート調査を年２回実
施した。５月に実施した調査では、新たな
設問として応用国際教養教育（ＡＩＬＡ）
を通して本学で育成を目指す学生の「人間
力」について、学生自身の自己認識を確認
する設問を設けることで、育成状況の可視
化に取り組んだ。９月に実施した調査で
は、「性の多様性」をテーマとし、結果を
令和６年４月施行予定の「国際教養大学 性
の多様性に関する基本方針と対応ガイドラ
イン」の内容に反映させた。

Ａ Ａ

Ａ Ａ

（１）組織運営

大学経営会議及び教育研究会議の定
例的な開催と機動的運営により、的
確かつ迅速な大学の意思決定を行う
とともに、決定事項に係る教職員へ
の情報共有体制を維持・強化する。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

国際的な動向を見据えた大学運営を
行うため、学内の主要な組織におい
て、世界の高等教育に関して高い見
識を持つ有識者の参画を確保する。

学生、保護者及び教職員をはじめと
するステークホルダーからの意見・
アイデアを運営に反映させる体制を
充実させる。

Ⅲ　業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

１　組織運営の効率化及び大学運営の改善
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自己評価 評 価

イ　保護者の会役員会、懇談会等を開催
し、大学の運営方針や開学20周年記念事
業、学生対応等について保護者の理解を求
めるとともに、意見・アイデアを収集し、
業務運営への反映を検討する。

○ 親の会（令和５年９月に保護者の会から名
称変更）の役員会に職員が参加し、保護者
の要望や意見を収集したほか、新規役員募
集に向けた支援を行うことで、親の会の持
続的な運営につなげた。また、全ての保護
者を対象とした地区別懇談会を、東京・大
阪・秋田の３会場において一部オンライン
での配信を組み込む形で開催した。大学の
運営方針や学生対応等について説明を行う
とともに、質疑応答の時間を設け、保護者
の不安や意見を汲み取った。

ウ　教育研究会議、大学院運営委員会、教
授会、事務局連絡会議や、各種プロジェク
ト等を通じて教職員の意見・アイデアを収
集し、業務運営への反映を検討する。

○ 新型コロナウイルス収束後の職員テレワー
クについて、制度の素案を提示しつつ職員
と意見交換の機会を設け、６月から新しい
制度の施行を開始した。

エ　サポーターズクラブ等、学外のステー
クホルダーからの意見に耳を傾け、より良
い大学運営を目指すための検討を行う。

○ サポーターズクラブの総会において会員と
学生の交流会を実施したほか、秋田県商工
会連合会や自治体から依頼のあった意見交
換会等に学生を派遣し、観光やまちづくり
に関する意見交換を行った。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 評価結果の説明及び特筆すべき事項等
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自己評価 評 価

① ① 人件費を踏まえた計画的な教職員確保を基
本としつつ、教員については国内外からの
公募により、学術業績や教員経験に優れた
人材を獲得する。また、専任職員について
は、ＴＯＥＩＣ®900点相当の英語力を有
し、事務能力等に優れる人材を獲得する。

○ 教員については国内外から公募を行い、Ａ
Ｉ／データサイエンス分野及びＥＡＰ担当
の教員をそれぞれ１名採用した。また、専
任職員についてはＴＯＥＩＣ®900点を要件
として公募を行い、１名の採用が確定し
た。

② ② 教職員の評価を行い年俸へ反映させるとと
もに、教員のテニュアへの審査と職員の無
期雇用転換に関する審査を行う。

○ 教職員の評価と年俸への反映を実施した。
また、教員については審査の結果、１名の
テニュア化が決定したほか、有期雇用３年
契約の最終年を迎えた職員３名について、
審査に基づき無期雇用に転換した。

③ ③ 教員のサバティカルと特別研修の両制度を
積極的に周知し、制度利用につなげる。ま
た、ＦＤ活動を計画的に実施する。

○ 令和６年度について、教員４名へのサバ
ティカル付与が決定したほか、マーガレッ
ト・サッチャー・ジャパン財団の代表を招
き、特別研修として実施している同財団の
プログラムに興味を持つ教員に個別ガイダ
ンスを行った。
また、年間計画等に沿ってＦＤを計８回実
施し、延べ444名の教職員が参加した。

【実施した主なＦＤのテーマ】
・ＡＩとＡＩＵ学生
・アカデミックアドバイジング
・学術情報検索データベースSCOPUSについ
て
・授業で使えるオンライン技術とサポート
・ＡＩＵ専門職大学院 近況報告と研究につ
いて
・ＳＧＵ活動報告
・国際的なリサーチコラボレーションにつ
いて

人件費を抑制しつつ、優秀な人材を
確保していくため、国内外からの公
募を原則とする専任教員の採用、事
務処理能力と高い英語運用能力を備
えた専任職員の採用等を行う。

Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

専任教職員の評価を年俸に反映さ
せ、パフォーマンスの質を担保する
ほか、有期雇用での採用を行う教員
のテニュアへの転換や職員の無期雇
用への転換は審査によることとす
る。

（２）人事管理

年　度　計　画　に　係　る　実　績

教員能力向上及び研究の充実を支援
するため、サバティカル等の長期研
修制度を維持するとともに、ＦＤ活
動を計画的に実施する。
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自己評価 評 価

④ ④ 外部機関による研修も活用しながらＳＤ活
動を計画的に実施し、職階や担当業務に応
じたスキルの向上を図る。

○ （株）ビズアップ総研のオンライン研修、
自治研修所の研修等を周知し、延べ80人を
超える職員が参加した。

⑤ ⑤ 女性活躍推進法に基づく本学の行動計画に
沿い、勤務形態の柔軟化やワークフロー改
善による業務負担軽減に取り組み、ジェン
ダー等の属性にかかわらず能力のある人が
活躍できる職場づくりを図る。

○ 女性活躍推進タスクフォースにより学長を
含めての意見交換を２回実施し、人事制度
を含め能力のある人が活躍できる職場づく
りに向けた提言を行った。また、勤務形態
の柔軟化に向け、職員との意見交換を経て
６月より新型コロナウイルス収束後のテレ
ワーク制度の試行を開始したほか、電子決
裁を理事長決裁まで拡大するなど、ワーク
フロー改善による業務負担軽減に取り組ん
だ。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

職員の能力向上のため、ＳＤ活動を
計画的に行い、研修や自己研鑽の機
会を充実させる。

「働き方改革」の趣旨を踏まえつ
つ、効率的かつ柔軟な働き方を推進
するとともに、多様性を重視した誰
もが働きやすい環境を整備する。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価 評 価

① ① 施設・設備の整備や維持管理を適切かつ効
果的に行うとともに、施設管理計画（行動
計画）や施設毎の個別施設計画に基づいた
修繕・更新について、令和５年度に策定予
定の施設整備構想との整合性を踏まえ、計
画的かつ着実に実施する。

○ 日常的な点検により、施設の適切な維持管
理や改善箇所の早期修繕等を行うととも
に、教育研究環境の向上のため、計画的な
設備改修等を行った。

【主な取組】
・講義棟（Ｄ棟）レクチャーホールLED化工
事
・講義棟（Ｄ棟）レクチャーホール固定席
及び多目的ホール楽屋椅子修繕
・Ｅ棟（保健室他）空調機更新工事
・こまち寮北側外構改修工事
・カフェテリア厨房機器更新（茹で麺機、
フライヤー、ろ過機）
・図書館棟ビスタ―ルーム屋上屋根防水改
修工事
・支障木伐採剪定作業

② ② 施設整備構想を策定するとともに、令和６
年度当初予算への基本設計費計上に向け
て、県と協議を進める。

○ 施設整備構想を取りまとめ、県に対して構
想内容を報告した。県の方針により、令和
６年度当初予算への関連予算の計上は見送
られたが、補正予算への計上に向け、県と
の協議を重ねた。

③ ③ 教育・事務のＤＸ化を推進するとともに、
学住一体型キャンパスのＩＣＴ教育への対
応として、ネットワーク等の補強・更新対
策を進める。

○ 事務局内電子決裁における決裁者の範囲や
教員事務手続きにおける電子決裁の利用範
囲を拡大するなど、電子決裁の利便性向上
と普及推進を図ったほか、クレジットカー
ド決済が可能なオンライン収納システムの
適用範囲を拡大するなど、ＤＸ化の推進に
よる事務負担の軽減を図った。また、学内
Wifi機器の再配置によりネットワークの最
適化を実施したほか、学内住居用ネット
ワークの幹線を光ファイバへ置き換えるこ
とで将来のトラフィック増大への準備を進
めた。

将来を見据えた施設整備全体構想を
策定する。構想の策定に当たっては
トータルコストの節減やＩＣＴ等の
技術の進化に合わせ、将来的にも設
備・機器の更新が容易となるよう留
意する。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

施設管理計画に基づき、各施設設備
の維持管理を適切かつ効率的に行う
とともに、老朽化した施設設備の改
修、更新を計画的に行う。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

授業やセミナー等におけるオンライ
ンの活用が一般化している現状を踏
まえ、高速かつ安定した学内システ
ムのネットワーク基盤を維持すると
ともに、様々なシステムやオンライ
ンサービスを組み合わせ、柔軟かつ
費用対効果の高い情報基盤を維持す
る。

（３）教育研究環境の整備
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① ① 教育環境の維持管理費や光熱水費・燃料費
の高騰を加味しながら、授業料及び学生
寮・学生宿舎の家賃を必要に応じて適正な
金額に設定する。

○ 電力価格高騰等による光熱水費上昇や施設
維持管理費の掛かり増しに対応するため、
こまち寮及び学生宿舎の家賃について、令
和４年度からの事前周知のとおり適切な価
格への改定を実施した。

② ② 本学教員の研究関心や成果を積極的に広報
し、企業や自治体等のニーズ把握に努める
など、受託研究につながる取組を推進す
る。また、学内説明会の実施やタイムリー
な情報提供により、科学研究費を含む競争
的資金への申請を支援することで、外部資
金の獲得を促す。

○

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ

Ⅲ　業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

２　財務内容の改善 Ａ

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目

企業や自治体との連携を推進し、寄
附講座や受託研究等の外部資金の獲
得に努める。

　年度計画どおり実施していると認め
られる。

Ａ Ａ

年　度　計　画　に　係　る　実　績

県内の企業や大学等で構成される「秋田産
学官ネットワーク」に新たに構成機関とし
て参加し、企業のニーズ把握及び本学の研
究成果発信の機会を増やすことができた。
また、教員向けの電子掲示板を活用し、科
学研究費助成事業等の外部競争資金の公募
情報をタイムリーに提供したほか、メール
ニュースを週１回発行して教員への周知を
強化した。さらに、科研費獲得経験のある
教員によるワークショップ動画を配信した
ほか、外部機関による申請書の査読を活用
するなど、採択に向けた調書作成の支援に
取り組み、令和６年度の科学研究費助成事
業に研究代表者12件、研究分担者11件を申
請することができた。

【令和５年度競争的外部資金採択額（直接
経費・間接経費）】
●文部科学省の競争的研究費
　・科学研究費助成事業
　　20,611,000円（33件）
　・共創の場形成支援プログラム
　　7,870,472円
●その他外部研究費
　11,069,689円（５件）

（１）財政基盤の強化

教育内容の充実や教育環境の整備、
物価等の状況に応じて、授業料や学
生寮・学生宿舎の家賃を適正な金額
に設定する。
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自己評価 評 価

③ ③ 奨学寄附金、開学20周年記念事業寄附金、
新型コロナウイルス感染症対策寄附金、さ
くら並木基金寄附金及びみらいへの架け橋
基金寄附金について、企業、保護者、卒業
生、在学生等に幅広く周知し、寄附を働き
かける。

○

自己評価 評 価

① ① コロナ下での業務のデジタル化の経験を踏
まえながら、業務内容や事務手続の不断の
点検・見直しによりトータルコストの縮減
を図る。また、外部委託により費用対効果
の向上が見込まれる業務については積極的
に委託化を推進する。

○ 各事業の費用対効果を個別に精査した上
で、予算編成に適切に反映したほか、経常
経費の削減に努めるなど、効率的な事務実
行及び予算執行を行った。また、新たに規
程管理システムを導入したほか、給与・人
事管理システムの導入に向けた準備作業を
進めるなど、外部委託の推進に努めた。

② ② 電力の価格高騰下においても安定的な大学
運営を行うため、講義棟（Ｄ棟）へ太陽光
パネルを設置するほか、他の校舎の設備機
器等の更新時には省エネルギー設備の導入
を積極的に行う。

○ 電力の価格高騰下における安定的な大学運
営に向け、講義棟（Ｄ棟）へ太陽光パネル
を設置した。また、機器更新の際に積極的
に省エネルギー機器を導入したほか、低コ
スト印刷機の優先使用、省エネルギー啓発
等により、経費削減に努めた。

ＥＳＧの視点も踏まえて、光熱水費
や事務的経費の節減など効率的な経
営に努め、大学の社会的責任を果た
していく。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

入学式等本学が主催するイベントや企業訪
問等の機会を活用し、保護者、卒業生、県
内外の企業等に対して寄附に関する協力依
頼を行ったほか、「開学20周年記念事業寄
附金」においては、ネーミングライツによ
り企業の大口寄附の働きかけを行うなど、
本学に対する支援の拡大を図った。また、
「みらいへの架け橋基金寄附金」へ遺贈が
あった。

【奨学寄附金実績】
2,140,000円（18件）

【開学20周年記念事業寄附金実績】
31,341,340円（84件）

【新型コロナウイルス感染症対策寄附金実
績】
（0件）

【岩崎・鈴木さくら並木基金寄附金実績】
15,000円（２件）

【みらいへの架け橋基金寄附金実績】
84,475,853円（１件）

（２）経費の節減 Ａ Ａ
　業務システムや省エネ設備の導入に
より、経常費用の削減や効率的な業務
の遂行に取り組んだことが評価され
る。

同窓会、保護者会、企業等との交流
を通じて本学支援者の拡大を図り、
寄附金収入を確保する。

中長期的な視点で大学経営を見据
え、業務内容や事務手続の点検、見
直しを行うとともに、外部委託によ
り費用対効果の効果が見込まれる業
務については委託化を推進する。

評価結果の説明及び特筆すべき事項等中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① ① 自己評価委員会が主体となり、年度計画に
基づく自己点検・評価を実施するほか、県
地方独立行政法人評価委員会による法人評
価を受審する。また、令和4年度に受審した
大学基準協会による専門職大学院認証評価
における評価結果を踏まえて業務運営の改
善方法を協議し、適宜反映する。

○ 自己評価委員会が主体となり、学校教育法
に基づく自己点検・評価、地方独立行政法
人法に基づく年度計画に対する評価を一元
的に実施した。また、令和４年度に受審し
た大学基準協会による専門職大学院認証評
価において改善課題の指摘はなかったもの
の、評価結果報告書のコメント等を踏ま
え、教育内容の更なる充実に向けた協議を
進めた。

② ② スーパーグローバル大学創成支援事業につ
いて、独自に設置する外部評価委員会によ
る最終評価を実施するとともに、その過程
や結果を踏まえながら、国際的な視点に
立った教育研究活動の充実及び大学経営の
質保証に向けた次期長期ビジョンを策定す
る。

○ スーパーグローバル大学創成支援事業にお
ける10年間の取組と成果について外部評価
委員会よる最終評価を実施し、高等教育の
国際化に精通する委員から多角的な提言を
受けた。また、上記評価結果や本学の教職
員の意見等を反映させながら、次期長期ビ
ジョンの策定を進めた。

③ ③ 大学のウェブサイトにより、大学運営に関
する計画、学生の確保に関する情報、財政
状況、教育研究活動、各種評価結果等を適
切に公開する。

○ ウェブサイトにおいて、入試情報や教育活
動、財務諸表、中期及び年度計画、認証評
価結果等を適切に公開したほか、学外から
の照会に対しても迅速に対応した。

Ⅲ　業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

３　自己点検・評価等の実施及び大学情報の発信 Ａ Ａ

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

自己評価委員会が主体となり、毎年
度学内で自己点検・評価を実施する
ほか、法人評価、認証評価等の外部
機関による評価を受審する。また、
それらの評価結果を教職員間で共有
し、教育研究活動及び業務運営の改
善に反映する。

大学経営の状況、教育研究活動、中
期計画の進捗状況、自己点検・評価
や外部評価の結果等について、ウェ
ブサイト等により積極的に情報を公
開する。

（１）自己点検・評価等 Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

独自に設置する外部評価委員会によ
る評価等を通じて、国際的な視点で
教育研究活動及び大学経営の質保証
に取り組む。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価 評 価

① ① 大学ウェブサイトや公式ＳＮＳにおいて、
教育研究活動や地域貢献活動に係る記事、
Student Voiceなどのタイムリーな掲載に努
めるほか、マスメディアへの情報提供を含
め、テレビ、新聞、雑誌等の各種メディア
を通じたパブリシティ活動に積極的に取り
組む。また、各種媒体を通じた研究成果の
発信や、国内外の教育機関や企業等への本
学の取組の紹介等により、知名度の更なる
向上を図る。

○ 地域貢献活動に係る情報、実績を大学ウェ
ブサイトで情報発信するとともに、地域貢
献活動を取りまとめたパンフレット「国際
教養大学の地域連携活動（2022年４月～
2023年３月）」を5,000部作成し、県内の自
治体をはじめ、各教育機関や地域交流活動
参加者に配布するとともに、ウェブサイト
にも掲載した。
また、公開講座、ＡＩＵデザインＬＡＢ、
寄附講座等について随時マスメディアへ情
報提供を行ったほか、公開講座については
ＳＮＳ広告も活用するなど、大学の活動を
様々な媒体で広報した。
さらに、大学ウェブサイトに、新たに研究
活動に関するページを構築し、教員の研究
成果をタイムリーに掲載した。
加えて、大学ウェブサイト及び公式ＳＮＳ
において、Student Voiceや季節の行事につ
いて定期的に発信したほか、新たに「私の
留学レポート」、「私のオススメ授業紹
介」と題した記事を41件掲載するなど、本
学での生活の魅力や本学の学びの特長に関
する発信を強化した。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

教育研究の成果や地域貢献活動等に
ついて、ウェブサイトやメディアの
活用など様々な広報媒体を通じて効
果的に情報発信し、国内外の教育機
関や企業等への大学の知名度を高め
ていく。

（２）大学情報の発信 Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

① ① 国における新型コロナウイルス感染症対策
の動向を踏まえながら、リスク管理体制の
見直しを進める。

○ 新型コロナウイルスについては、令和５年
５月８日より第５類感染症に引き下げられ
たことを受け、インフルエンザなど他の感
染症に準じた感染予防策へ変更し、学校保
健安全法に則り学生や教職員の出席・出勤
停止等の対応をした。また、リスクマネジ
メント委員会において、学内におけるリス
クへの対応状況の確認及び次年度に向けた
リスク管理について検討を実施した。

② ② 定期健康診断やストレスチェック、職場巡
視や予防接種を実施するほか、新型コロナ
ウイルス感染防止に向けた行動規範の周知
等、学生及び教職員の健康維持に努める。

○ ４月及び９月に学生向け定期健康診断、６
月に教職員向け健康診断及びストレス
チェックを実施し、高ストレスの面談希望
者へ個別面談を実施した。新型コロナウイ
ルス感染防止については、感染対策に係る
メールや学内ネットワーク等により周知を
図ったほか、希望者への抗原検査キット配
付等により、学内での感染拡大防止に努め
た。

（１）安全等管理体制の充実 Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

新型コロナウイルス感染症対策を経
験することで得たクライシスマネジ
メントのノウハウを今後の経営に生
かしていくとともに、適宜リスクマ
ネジメントに係る学内規程等の見直
しを行うなど、リスク管理体制を強
化する。また、定期的な研修や訓練
を通じて、リスク管理体制の検証及
び学生・教職員の危機管理意識の向
上を図る。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

４　その他業務運営に関する事項 Ａ Ａ

Ⅲ　業務運営の改善に関する目標を達成するための措置

定期健康診断等による健康管理、予
防接種による感染症対策等、学生及
び教職員の健康維持・増進を図る。
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自己評価 評 価

① ① インシデント発生時の対応速度向上を目的
とし、クラウド型常時監視サービス及びリ
モート型保守体制の強化を図る。

○ 持出用ＰＣ端末を監視するクラウド型シス
テムを中心にセキュリティ対策を進め、リ
モート型保守体制の強化を図った。

② ② 新入生及び新採用の教職員に対してオンラ
インでのセキュリティ教育を行うととも
に、全学に対して最新の脅威等に関する定
期的周知・教育を行う。

○ 教職員に対し定期的なメール等により情報
セキュリティ対策に関する周知を行ったほ
か、学部・大学院の新入生及び新規採用職
員に対し、基礎的な情報セキュリティコー
スを受講させた。

③ ③ 情報格付の見直しを実施するとともに、テ
レワーク等の学外からの情報利用について
のマニュアルの整備・改訂を進める。

○ 情報格付けの見直しを実施したほか、イン
シデント発生時の対応マニュアル等に最新
のリスク情報も合わせて掲載し、注意喚起
を行った。

④ ④ 文書のデジタル化を進める上で不可欠な
データ保存及びバックアップ体制を維持し
つつ、データ増大等の問題について調査・
対策を行う。

○ 事務局用ファイルサーバ内のデータを整理
しつつ、バックアップに係る装置の更新及
び一部クラウドサービスとの併用について
準備を進めた。

情報格付を定期的に見直すととも
に、情報を安全に取り扱うためのガ
イドライン・マニュアル等の整備・
改訂を進める。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

（２）情報セキュリティ対策の強化 Ａ Ａ
　年度計画どおり実施していると認め
られる。

情報格付による情報資産の保存手順
を確立するほか、文書データ等を安
全に長期保存するための手法につい
て検討するとともに、情報のバック
アップ・保全体制を強化する。

クラウドサービスの積極的活用によ
る保守管理体制を構築するととも
に、学内システムのセキュリティの
強化を図る。

情報セキュリティに関する学内外の
識者による講義、実習等を実施する
ほか、セキュリティ教育コンテンツ
を積極的に活用し、新入生や新採用
の教職員等を対象としたセキュリ
ティ教育を進めていく。

- 47 -



自己評価 評 価

① ① ア　教授会、ＦＤ、ＳＤ、メール周知等を
通じ、教職員の法令遵守の徹底を図る。

○ 教職員に対し、休暇期間前に飲酒運転や酒
気帯び運転についてメールによる注意喚起
を行ったほか、職員の時間外勤務について
は令和５年度のリスクマネジメント重点項
目とし、労使協定の見直しや改善に向けた
課室センター長との協議を継続的に実施し
た。また、個人情報保護に関する法律の改
正に伴い、学内規程や学生等への周知内容
を見直すとともに、個人情報の取扱いに係
るガイドラインを新たに策定し、事務局内
で共有した。

イ　学生に対し、新入生オリエンテーショ
ン等の機会を活用し、飲酒、薬物使用等に
関する法令遵守の徹底やハラスメント防止
ガイドライン等の周知を図るとともに、
成年年齢引き下げを踏まえた消費者教育を
実施する。また、学内外におけるマナーに
ついては、学生自らが改善に努めるよう意
識付けを行う。

○ 春学期及び秋学期の新入生オリエンテー
ションにおいて、警察署の協力を得て、ド
ラッグ使用防止教育を実施したほか、飲酒
の危険性や法令遵守については、学内ルー
ルの周知に合わせて別途セッションを設け
丁寧に説明した。また、文部科学省の消費
者教育アドバイザーを講師として迎え、成
年年齢引下げを踏まえた消費者被害防止教
育をオンラインで実施した。さらに、全学
生を対象に、大型連休前や長期休暇前の
春・秋学期末のタイミングで、法令違反や
飲酒、冬道運転等に起因するリスクの回避
に加え、感染症の感染・拡大防止の対策を
呼び掛けるなど、学内外のリスク管理を徹
底するようメールで注意喚起を行った。ハ
ラスメント防止については、オリエンテー
ションのセッションの中で、起こりうるハ
ラスメントの種類や相談窓口について説明
した。

② ② ア　監事及び監査室による会計監査や契約
監視委員会を実施し、指摘事項があった場
合には直ちに改善するとともに、再発防止
策を検討・実施する。

○ 監事及び監査室による会計監査並びに契約
監視委員会を実施し、指摘事項について
は、事務局内で情報を共有し、再発防止に
向けた措置を講じた。

イ　監事及び監査室による業務監査を実施
し、その結果を内部統制委員会で報告・検
証するとともに事務局内で共有し、業務運
営に活用する。

○ 監事及び監査室による業務監査について、
監査テーマの選定等の検討に時間を要した
ことから、実施時期を令和６年度に延期し
た。

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

（３）コンプライアンスの徹底と内部統制の強化

法令や学内規程の制定・改正に係る
学内周知、コンプライアンス研修等
を通じて、教職員、学生への社会的
規範の遵守徹底を図る。

各種監査の取組等により内部統制を
推進し、適正な業務運営を図る。

Ｂ
　監事等による業務監査が年度内に実
施されておらず、適切な業務運営に向
けた取組が求められる。

Ｂ
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

１  予算

　　　令和４年度～令和９年度 　令和５年度 　令和５年度
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

81

　施設整備補助金 　施設整備補助金
　積立金繰入 　積立金繰入

　教育研究経費 　教育研究経費
　人件費 　人件費
　一般管理費 　一般管理費
　受託研究等経費 　受託研究等経費
　資産整備費 　資産整備費

Ⅳ　予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 Ａ Ａ

支
　
　
出

支
　
　
出

支
　
　
出

　受託研究等経費 180 21 21
　資産整備費 90 142 108

計 13,769 計 2,456 計 2,351

　教育研究経費 2,301 479 440
　人件費 8,149 1,335 1,308
　一般管理費 3,049 479 474

0 113 77
計 13,769 計 2,456 計 2,580

収
　
　
入

収
　
　
入

　受託研究等収入 180 　受託研究等収入 21 　受託研究等収入 24

　文部科学省等
　補助金収入

　文部科学省等
　補助金収入

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

区　　　　　　　分 金　　　額 区　　　　　　　分 金　　　額 区　　　　　　　分 金　　　額

　
　年度計画どおり実施していると認めら
れる。

収
　
　
入

　運営費交付金 6,772 　運営費交付金 1,092 　運営費交付金 1,092
　自己収入 6,817 　自己収入 1,103 　自己収入 1,264

109

　  授業料等収入 4,530

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

　　授業料等収入 699 　　授業料等収入 750
　　その他収入 2,287 　　その他収入 404 　　その他収入 514

　施設整備補助金 0 46 14
　積立金繰入
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自己評価 評 価

　　　令和４年度～令和９年度 　令和５年度 　令和５年度
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　費用の部 　費用の部 　費用の部
　　教育研究経費 　　教育研究経費 　　教育研究経費
　　受託研究等経費 　　受託研究等経費 　　受託研究等経費
　　人件費 　　人件費 　　人件費
　　一般管理費 　　一般管理費 　　一般管理費
　　減価償却費 　　減価償却費 　　減価償却費
　収益の部 　収益の部 　収益の部
　　運営費交付金収益 　　運営費交付金収益 　　運営費交付金収益
　　授業料等収益 　　授業料等収益 　　授業料等収益
　　受託研究等収益 　　受託研究等収益 　　受託研究等収益

    補助金等収益     補助金等収益
    施設費収益     施設費収益

　　寄附金収益 　　寄附金収益 　　寄附金収益
　　資産見返負債戻入
　　雑益 　　雑益 　　雑益

　　臨時利益 300 　　臨時利益
　純利益 　純利益 　純利益
　積立金取崩額 0 　積立金取崩額 　積立金取崩額
　総利益 0 　総利益 　総利益

300
2,269 380 388

0 233 365
304

180 21 23
81 107

18 24 16
0 0

13,979 2,597 2,680
6,682 1,092 1,092
4,530 699 750

8,149 1,335 1,308
3,049 479 458

300 50 90

13,979 2,364 2,315
2,301 479 438

180 21 21

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

区　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　分 金　　額

２  収支計画

113 63
346 428
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自己評価 評 価

　　　令和４年度～令和９年度 　令和５年度 　令和５年度
（単位：百万円） （単位：百万円） （単位：百万円）

　資金支出 　資金支出
　　業務活動による支出 　　業務活動による支出
　　投資活動による支出 　　投資活動による支出
　　財務活動による支出 　　財務活動による支出

　資金収入 　資金収入 　資金収入
　　業務活動による収入 　　業務活動による収入 　　業務活動による収入
　　　運営費交付金収入 　　　運営費交付金収入 　　　運営費交付金収入
　　　授業料等収入 　　　授業料等収入 　　　授業料等収入
　　　受託研究等収入 　　　受託研究等収入 　　　受託研究等収入

      補助金等収入 　　　補助金等収入
　　　寄附金収入       寄附金収入 　　　寄附金収入
　　　積立金繰入収入 　　　積立金繰入収入 　　　積立金繰入収入
　　　その他収入 　　　その他収入 　　　その他収入
　　投資活動による収入 　　投資活動による収入 　　投資活動による収入
　　　運営費交付金収入 　　　運営費交付金収入 　　　運営費交付金収入
　　　施設費補助金収入 　　　施設費補助金収入 　　　施設費補助金収入
　　　積立金繰入 　　　積立金繰入 　　　積立金繰入
　　財務活動による収入 　　財務活動による収入 　　財務活動による収入

0 46 65
0 0 0
0 0 0

2,269 380 333
90 46 65
90 0 0

81 102
24 118

0 113 77
18

2,410 2,453
6,682 1,092 1,092
4,530 699 704

180 21 27

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

区　　　　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　　　　分 金　　額 区　　　　　　　　　分 金　　額

３  資金計画

　資金支出 13,769 2,456 2,400
　　業務活動による支出 13,483 2,275 2,211
　　投資活動による支出 90 142 84
　　財務活動による支出 196 39

　　 次期中期目標期間への繰越金 0 　　 次期中期目標期間への繰越金 0

13,769
13,679

2,456 2,518

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

105
　　 次期中期目標期間への繰越金 0
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

○

自己評価 評 価

自己評価 評 価

○なし

－ －

運営費交付金等の受け入れの遅延等に
対応するため、短期借入金の限度額を
１億円とする。

Ⅵ  重要な財産の譲渡等に関する計画

なし なし

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

－ －

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

運営費交付金等の受け入れの遅延等に対応
するため、短期借入金の限度額を１億円と
する。

短期借入金の限度額を１億円と設定。借入れの
実績はない。

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績

Ⅴ  短期借入金の限度額
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

○

－ －

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目

Ⅶ  剰余金の使途

評価結果の説明及び特筆すべき事項等

剰余金は、教育研究の質の向上、組織
運営及び施設設備の改善を図るための
経費に充てる。

剰余金については、「剰余金の使途の取扱
いに関する覚書」に基づき使途計画を策定
し、教育研究の質の向上、組織運営及び施
設整備の改善を図るための経費に充てる。

実績なし

年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績
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自己評価 評 価

自己評価 評 価

○

執行額
総額
77,058

防災備品更新 142
建物外壁・屋根等改修 1,300
講義棟等備品更新 3,080
講義棟等設備改修 21,016
学生会館設備改修 2,142
カフェテリア設備改修 3,266
広場・通路等屋外設備改修 1,980
学生寮除雪機更新 8,316
サーバ・システム更新 21,746
ネットワーク機器更新 9,896
学生宿舎設備改修 4,174

積立金は、教育研究の推進及び学生生
活の充実を図るための施設、設備、備
品等の整備に関する経費に充てる。

積立金については、使途計画を策定し、教
育研究の推進及び学生生活の充実を図るた
めの施設、設備、備品等の整備に関する経
費に充てる。

秋田県から承認を受けた前中期計画期間からの
繰越金201,889千円のうち、77,058千円を取り
崩し、以下のとおり教育研究の推進及び学生生
活の充実を図るための施設、設備、備品等の整
備に関する経費に充てた。

　年度計画どおり実施していると認めら
れる。

整備の内容

中　　期　　計　　画　　の　　項　　目 年　度　計　画　の　項　目 年　度　計　画　に　係　る　実　績 評価結果の説明及び特筆すべき事項等

Ａ ＡⅧ  法第40条第４項の規定により業務の財源に充てることができる積立金の処分に関する計画

（単位：千円）
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